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垂直統合型供給システムの将来
―安定供給と競争･効率,公正･透明性の確保を前提として-
鶴　田　俊　正
はじめに
電力の産業組織は, ｢規制の時代｣から｢競争の時代｣へ移行する過渡
期のものであり,しばしば"規制なき独占"と指摘されるように,今日の
産業組織には改善を要する課題が,多々存在しているように見受けられる｡
とくに長期の視点に立ったときに,どのような企業･産業体制の下で今後
の制度改革を行っていくのかが全く不透明であり,このために議論の軸が
定まらず時間を空費することがしばしば存在する｡
今後の企業･産業体制を考える上で以下2つの選択肢のうちどちらを指
向するのかによって,当面の制度改革の議論は大きく異なったものとなる
であろう｡選択肢の一つは,垂直統合型供給システムを北欧ならびにEU
指令のように発電部門,送･配電部門ならびに小売部門とアンバンドルし,
全体システムの安定性を担保する仕組みとして送電部門に強い権限を与え
る方向を選択するのか,あるいはもう一つの選択肢として,今日の垂直統
合型の供給システムを維持し,独占に対する規制のみを強化して,市場の
働きを極力活用しながら安定供給を前提とした有効競争を実現するために,
公正かつ透明性の高い制度の創出を目指していくのか,今の段階でははっ
きりとした方向性が必ずしも合意されていないように思える｡
冒頭に述べた｢過渡期｣とは,以上2つの選択肢に対して明確な方向性
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がまだ確立していないことを念頭に置いたものである｡小売部門の自由化
を段階的に行うこととした2000年の電気事業法の改正のプロセスを観察す
るとこのことは理解できる｡この時の制度改革では,送電部門に関しては
アンバンドルではなく情報遮断･会計分離･差別的取り扱い禁止などの制
度を導入し,垂直統合体制を維持しながら機能的にはアンバンドルしたの
と同じ効果を追求したものであった｡構造規制ではなく行為規制での対応
であった｡しかし,発電部門,送･配電部門ならびに小売部門のアンバン
ドルを正式に否定はしていないし,また,垂直統合型供給システムを将来
にわたって一貫して維持するとも決めていない｡今日の段階では,どちら
の方向にも指向できるようになっており,ある意味では中途半端な供給シ
ステムとなっている｡
本稿は, 2つの選択肢のうち垂直統合型の供給システムを維持しながら,
さまざまな工夫を凝らすことによって有効競争が実現できる産業組織を目
指す点にあり,アンバンドルされた産業組織が必ずしも望ましい成果を保
証するものではないことを論ずることにある｡
以Fでは【I】ヨーロッパにおける電力供給システムでは,ヨーロッパ
の供給システムと国際分業の実態について概観し, 【Ⅲ】 【Ⅲ】垂直統合型
供給システムの形成過程(1) (2)では,歴史的に垂直統合型供給シス
テムがどのような条件の下で,どのようなプロセスを経て形成されてきた
のか,また,どのような利点と問題点が存在しているのかを分析し,
【Ⅳ】電気事業改革の経緯と課題一段階的自由化の推進では,第1次制度
改革から第2次,第3次制度改革の考え方･改革の内容･到達したパフ
ォーマンス･今後の課題等について詳述し,伝統的な産業組織が自由化に
よってどのように変化したかを記述し, 【Ⅴ】アンバンドルされた供給シ
ステムの問題点では,アンバンドルという政策手段が何時いかなる時でも,
地球上のいかなる国おいても同じ様な政策効果をもたらすものでないこと
を念頭に置いて,日本でアンバンドルされた供給システムを導入した場合
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にどのような問題が発生するのかについて論じ, 【Ⅵ】垂直統合型供給シ
ステム存続と6つの課題では,望ましい産業組織を形成する上で垂直統合
型供給システムの何を改善する必要があるのか,行政府はどのような役割
を果たすことが求められているのかについて論ずることにする｡
【Ⅰ】ヨーロッパにおける電力供給システム:概観
2006年10月5-6日の両日に亘って,筆者はノルウェーのノルド･プー
ルを訪れる機会に恵まれた｡北欧のノルドプールは,北欧4カ国(ノルウ
ェー･スウェーデン･デンマーク･フィンランド)の電力取引所である｡
北欧4カ国の人口規模は,概ねノルウェー500万人,スウェーデン800万人,
フィンランド500万人,デンマーク500万人,合計2300万人(因みに九州･
四国･中国合計は2500万人)であり, 4カ国全体の最大電力は6700万kw
で, 4カ国の電力消費量はフランスに次いでヨーロッパ第3位(イギリス
を若干上回る)である｡
ノルドプールは,今日,世界の中で最も先端的な取引システムであり,
電源構成の違いを基礎とした国際分業システムが形成されており,比較優
位の原則が働く世界である｡各国の電源構成はノルウェーは全体の99%が
水力発電,スウェーデンは原子力50%,水力40%,デンマーク火力76%,
フィンランド火力42%,原子力26%,水力18%と多様である｡水力依存の
国では渇水時には他国のエネルギーに依存し,豊水時には安い電力を他国
に輸出し,他国は安い電気を活用するという国際分業が成り立つ｡つまり
アンバンドルによる透明性の確保と地域間･国際間の電力取引,国際分業
とが両立する世界である｡
ノルウェーは1991年に全面自由化(分割･民営化)を実施し,垂直統合
型電力会社スタットクラフトを発電会社のスタットクラフトとTSO (逮
電網の管理運営組織)のSTATNETTにアンバンドルし,送電部門を分離
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した｡ 1993年にSTATNETTから分岐してノルドプールが発足した｡ノル
ドプールにはノルウェーSTATNETTとスウェーデンKURAFTNATが50%
づつ出資している｡全面自由化時期はノルウェーが最も早く,次いでスウ
ェーデン1996年,フィンランド1998年,デンマーク2002年であり,全面自
由化後にノルドプールに順次参加していった｡
ノルドプールでは,現物取引と金融取引と決済代行を行っている｡現物
取引は前日スポット市場で,金融市場は先物取引と先渡し取引である｡周
波数と電圧の安定化を図り需給バランスを維持するためのリアルタイム市
場は,系統の安定運営に直接関わるところから送電会社であるSTATNETT
が行っている｡北欧4カ国に設置されている国際聞達系線は相対取引には
一切開放せず,すべてスポット取引に開放し,このために北欧の電力取引
は相対取引中心から近年はスポット取引に代替(60%)し,金融市場はス
ポット取引の拡大により価格ヘッジが目的の取引で活性化していった0
国際分業を前提とすると,送電線はいずれの国のすべての事業者が公平
に活用するための国際的･社会的インフラであり,垂直統合型企業を発電
事業と送電事業とに切り離すというリーガル･アンバンドルが公平性･透
明性維持のために最も重要な論点である｡透明･公平な取引所システムの
構築こそが国際分業を促進する大前提であり,裁量的な介入を避け市場で
形成される価格を前提とした取引(限界費用原則),メリット･オーダー
に基づく取引がノルド･プール最大の特徴である｡
透明･公平な取引所システムの構築のためには,市場監視機能の強化こ
そが事業者に安心して取引への参加を保証する上で重要であり,また,現
物取引だけではなく金融取引の仕組みを整備したり,ネットワークの信頼
性を確保するためリアルタイム市場が有効に機能させることが取引の活性
化に繋がる｡現物市場と先物市場の双方を整備することにより,現在と将
来との異時点間での裁量的取引によってリスクの分散を可能とし,経営の
安定化に資することとなる｡ノルドプールが最も強調している論点である｡
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ヨーロッパは歴史・文化を異にする多数の国によって構成されている O
当然，エネルギーの産業組織は国によ ってさまざまな特徴を有している O
EU指令は各国の競争基盤の平準化を促している O デンマークを除く北欧
3カ国はEUに加盟していない。 しかし ノルドプールはEU指令に関心
を示すが， EUよりも進んでいるという 自負がある o
EUは一朝一夕で形成されたものではない。ヨーロッパにおける広域市
場の形成は実に長い歴史があり 第2次大戦直後の欧州石炭鉄鋼共同体か
ら始まり， EEC， ECを経てEUへと，そして統一通貨としてのユーロの
導入まで実に半世紀以上の歴史を刻んでいる (B.パラ ッサ[1 963])0 電
力・ガスなど広域市場の形成も欧州統合の歴史と期をーにして進展した。
天然ガスをロシアに依存する構造も冷戦時代から導管ネ ットワークが国家
間で形成され今日に及んだものである (金本 [2007])0
ヨーロッパではフランス イギリス ノルウエーなどの国々でエネル
ギー産業の固有化が第2次大戦後に実践さ れた。イタリアの炭化水素公社
ENIは1953年2月に持ち株会社として設立され ENIはエネルギ一部門と
くに石油，天然ガス事業における， ENELは電力事業における最 も重要な
国家機関として創設された。
固有化はエネルギ一部門だけではなく イギリスでは基幹産業全般 (服
部・西津 [1 999])に ，フランスでも1945年から46年の固有化は，航空部
門，フランス銀行および4 大預金銀行， 主要保険会社，電力・ガス・ 石炭，
ルノーの固有化へと続き これらの固有化は中道左派の産業社会化の理念
を具体化したものであった (堀田和宏 [1 974])。東欧諸国 ・ロ シアは社会
主義 ・計画経済の国々であり 僅かにドイツをはじめ限られた国で民間企
業がエネルギ一部門の担い手であった。このために未だに高いレベルでの
市場集中が市場支配力の行使をもた らしていると EUは警告 している o
事実，多くの国の市場集中度は極めて高い。図1は， 2007年2月20日に
三菱総合研究所で開催された(筆者も参加した)ジェンスケープ ・ジャパ
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図 1 トップ 3社の市場シェア
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(出所) 2007年ジャパン ・コ ンファ レンス「ヨーロッパの電力市場と市場の透明性Jよ
り引用。
ン社主催による207 年ジャパン・コンフ ァレンス「電力市場のこれから一
安定性 ・市場拡大と透明性」で欧州 ジェ ンスケープ杜マネジングディレク
ター・エ ッサース氏のプレゼンス資料から引用した欧州電力市場の市場集
中度を示 したものである。このグラフによると 3 社集中度が90 % を超える
国は 7 カ国， 80 % 超の国は3 カ国，70 % 超の国は4 カ国に及び40 % 以下の
国はスウェーデン ・ノルウエ一・フ ィンランド ・デンマークなどの北欧4
1E業A発電
から購入権
を有してい
る企業
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図2 フランス・スペインにおける発電量シェア
フランス
その他
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(出所)図表は EU競争総局， I部門別調査最終報告書Jより作成。
資源エネルギー庁電力・ガス事業部「海外における電気事業制度改革の現状j
より引用。
カ国とイギリスなど極く僅かである O これらの企業群は，垂直統合型の企
業組織を維持しており，数社の大電力企業による卸売市場での競争という
性格が強く，国営電力や地域電力が依然として強い影響力を有している O
ヨーロッパの市場改革の端緒はイギリスのサッチャ一首相によってもた
らされた。 1970年代後半から80年代にかけてのサッチャ一首相の新保守主
義が国営企業の民営化 ・規制改革を促し，このインパク トが大陸諸国へと
波及していった。しかし ノルウエーの電力部門は今日でも国営事業が残
っており，フランスでも電力・ガスともに部分的に民営化が進んだだけで，
根幹は国営事業であるO イタリアでは ENI.ENELの独占は維持されてい
るO 図2はフランス・スペインの市場構造を見たものである O フランスで
は企業Aの市場集中度は75%にのぼり，スペインでは企業A49%，企業B
28%，両社で76%に達している O
EU指令による自由化とリーガル ・アンバンドルの推進，広域ネッ ト
ワークの形成はヨーロッパ固有の産業組織と密接に関連している o EUは
域内の統一エネルギー市場を構築することが，効率性の確保 ・安定供給の
186 
維持に貢献するという考え方の下で， 1996年のEU電力指令で域内統一市
場の形成が目指され 自由化を実施してきた。
1990年代初頭にイギリス・北欧で規制改革が実施され，自由化による小
売市場の開放度100%は，ノルウエーが1991年，スウェーデン96年，フィ
ンランド97年， ドイツ98年，イギリス99年，オーストリア2001年，デン
マーク，スペインが03年に全面自由化の結果として達成された。 2003年の
改正EU電力指令で2007年7月までに小売り全面白由化，送配電部門の法
的分離の実施が指向され，オランダ04年，アイルランド05年，ポルトガル
06年が，フランス・イタリア ・ギリシャは07年7月に全面白 由化に踏み切
ることになっている。
域内統一市場の形成も段階的に進んでいる o ヨーロ ッパは歴史的に水力
資源-化石燃料 資源が地域的に偏在し このような資源の偏りを背景とし
て水力発電と火力発電の広域経済運用による経済メリッ ト追求の観点から，
もともと地域問・国際間での電力取引に対する高いニーズがあった。この
ような経済環境の中で送電技術の向上が連係強化を促し，地域間・国際間
での電力取引量を着実に増加させてきた。とくにタイムシフト能力を有す
る貯水池式水力発電と火力発電の広域経済運用がヨ ーロッパならびにアメ
リカに共通した特徴として観察できる O このために昼夜間で電力潮流の方
向が入れ替わるほどのダイナミックな取引を可能としてきた。
ヨーロ ッパで、は，北欧・アルプス地域での水力， ドイツ・東欧の石炭 ・
褐炭，フランスの原子力がコスト競争力を有しており，近年ではフランス
の供給力余剰，イタリアの供給力不足が顕在化し，このような電源構成 ・
過不足を背景として国際分業が行われている O イタリアの輸入超過，フラ
ンスの輸出超過，またドイツは北欧の安価な水力，東欧の安価な褐炭火力
と西欧を結ぶ結節点に位置 し，今日では電力流通の要所として機能し，ス
イスはタイムシフト能力を有する水力資源を豊富に保有し，歴史的に電力
流通の要所として機能していた (金 本 [2007])0
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ヨーロッパでは送電線およびガス輸送導管は国と国とを跨いで広域的に
張り巡らされている。送電線は北欧 4 カ国一大陸 -北 欧 4 カ国一ロシア ・
イギリス一大陸 -大陸一東欧一ロ シア ・イタリアーアフリカなどとヨーロ
ツパ全体で広域ネ ットワークが形成されている O ヨー ロッパでは電気 ・ガ
スともに貿易財であり，ネットワークの広がりから分かるように国際分業
が行われている o 国際分業が成立する前提は，各国の電源構成が異なり，
市場を整備しリスクを分散する仕組みが参加国の利益となることである O
自由化が進展している結果として，各国の卸取引所取引は有効に機能し，
ノルドプール以外にもドイツをはじめ各国に取引所が存在 し，国家問での
取引も行われている O ドイツ (EEX，2002)，フランス (Powernext，
2001) ，イタリア (GME，2003)，ス ペ イ ン (OMEL，1998)，イギリス
(UKPX， 2001)などがあり[ ( ) 内数値は開始年] 取引所取引が各国
の電力消費に占める割合は，ス ペイン84.0%，イタリア43.7%，ノルド
プール42.8%， ドイツ17.9%，オランダ11. 9%，フランス3.4%，オース
トリア3.0%，イギリス2.2% ポーランド1. 3%とな っている O 日本では
2005年4月から卸電力取引所が運開し， 今日までに約2年経過した。取引
量はこの間に徐々に増加してきたが 卸電力市場における取引所取引の比
率は06年度実績で0.19%に止ま っている O
ヨーロッパの電力は日本と異なって貿易財である O 日本は他国との電力
取引は皆無であり，日本国内だけで取引が行われているに過ぎず日本の電
力は非貿易財である O しかし，ヨーロ ッパにおける産業用，家庭用小売価
格を見ると図 3 のように推移しており， 最近10 年間における国別格差が縮
小している兆候はみられない。製造業のように貿易市場で活発な取引が行
われている場合には， 一物一価の法則が働き事後的に価格は国ごとに平準
化する筈である。
しかし，各国間で価格差が存在していることは，ヨーロ ッパの電力は貿
易財ではあるけれども 国際間の取引は必ずしも 十分ではないことを示唆し
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図3-1 欧州産業用小売価格の推移
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図 3-2 欧州家庭用小売価格の推移
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(出所) 図表は EU 競争総局 「部門別調査最終報告書」より作成。
資源エネルギー庁電力 ・ガス事業部「海外における電気事業制度改革の現状J
よりヲ |用。
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表1発電設備容量に対する輸入容量の割合(2004年)
国 乖Hﾘr国 乖Hﾘr  
イギリス Rチェコ 2R    
イタリア 澱Rオーストリア BR   
スペイン 澱Rベルギー RR   
アイルランド 澱Rスウェーデン 坦   
ポルトガル 湯Rハンガリー ３   
ポーランド Rスロバキア 坦鈳R   
ギリシャ "Rデンマーク 鉄R    
フィンランド BRエストニア 田bR   
フランス BRスロベニア 田３   
ドイツ bRルクセンブルグ 涛R    
オランダ rR    
(出所)図表はEU競争総局, ｢部門別調査最終報告書｣
より作成｡
資源エネルギー庁電力･ガス事業部｢海外におけ
る電気事業制度改革の現状｣より引用｡
ていよう｡表1は発電設備容量に対する輸入容量の割合を示したものであ
る｡東欧諸国,ベネルックス3国,北欧諸国のように輸入割合が比較的高
い国が存在している反面,イギリス･イタリア･スペイン･アイルラン
ド･ポルトガルのようにヨーロッパの外延に存在している国では概して低
い｡国際連系線を増強し統I-市場の形成を促進していく必要性はヨーロッ
パにおいて高いといえる｡
国際分業を前提とすると,送電線はいずれの国のすべての事業者が公平
に活用するための国際的･社会的インフラであり,垂直統合型企業を発電
事業と送電事業とに切り離すというリーガル･アンバンドルが公平性･透
明性維持と各国間の参入促進のために, EUにとっての最も重要な政策課
題となっている｡アンバンドルはEU当局を満足させるほどには進んでい
ないし,高いレベルの市場集中度は各国における市場支配力の行使が可能
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な水準にある｡
07年1月10日のEUリポートによると基本的な構造問題として寡占対策
と並んで不十分なアンバンドリングが指摘されており,完全な所有権の分
離が必要とのEUの認識が示されている｡また,国際連系線の整備を通し
て市場統合と国家間の相互依存体制の強化を図り,国際貿易の比較優位の
原則が有効に働くような仕組みをいかに早期に創り出すかがEUの大きな
課題であるといえる(European Comission [2007])｡
ヨーロッパと日本の電力の産業組織は必ずしも同一ではない｡日本の電
力産業は,戦時中,発電･送電部門が統合され,ほぼ1社独占の日発体制
へと移行し, 1951年に9電力体制へと転換し今日に及んでいる｡民間部門
が中心となって戦後の経済発展を支えた国は,主要国では日本とアメリカ
など数少ない国である｡重要なポイントは,ヨーロッパ各国が国営事業な
いしは独占体制が長期に亘って維持されていたのに対して,日本では民間
の9電力体制へと移行したことによって世界に先駆けて企業分割が行われ
たという事実である｡以下では日本の電力の産業組織がどのようにして形
成されてきたかを概観する｡
【Ⅲ】垂直統合型供給システムの形成過程(1)
(1) ｢電力戦｣と松永私案
垂直統合型供給システムには,戦前から戦後までの長期間に亘っての政
府･政党･議会(中央･地方議会,国会) ･官僚･軍部･地方自治体･電
力業界労使･財界･学会･ジャーナリズム･GHQ,そして戟前の｢電力
戦｣といわれる俄烈な価格競争など電力産業に関わる実に多くの人々の壮
絶なエネルギーが凝縮されているように思える｡あの大きな戦争を挟んで,
時代ごとに異なった内容の産業体制が模索･実践され,時にはもみくちゃ
にされながらも,後世から見ると最初から予定されていたかのように,赤
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い糸が1本スーツと通っていたようにも見える｡松永安左ヱ門を軸に戟
前･戦後の日本の経済社会を舞台にして展開された壮絶なドラマでもあっ
た｡
垂直統合型供給システムは1928 (昭和3)年5月に松永安左ヱ門が｢電
力統制私見｣を発表したのを噂矢とし,今日まで80年の歴史を刻んでいる｡
1964年1月に日経新聞に連載した｢私の履歴書｣で松永自身が｢戦後,現
状に再編成したのとほとんど等しい案｣と述べているように(日本経済新
聞社[1980]),電力統制私見は51年に電力再編成で出現した垂直統合型の
一貫供給体制とほぼ同じ内容であった｡電力統制私見は以下の通りであっ
た｡
(∋公益事業として電気供給事業は原則として供給区域内独占たるべきこ
と,すなわち1区域1会社主義たるべきこと｡
②発電会社は小売り会社に集業せしめ,需給の間に食い違いを起こし,
会社の利害異なるため,競争惹起する弊害を絶つべきこと(立体的統
制による自給自足)｡
③一地域の統制なれば,過不足の調整,火力予備の共通のため,他地域
と連絡をとること(水平統制)｡
④地域を北海道･東北･関東･中部･北陸･関西･中国･四国･九州に
分かち,地域内小売り会社は合併せしめること,合併困難な小売り会
社間は生産プールを設けること｡
⑤官営･市営による電気の需要はその地域内小売り会社より購入して全
電力の負荷率･散荷率を向上せしめ,能率の発揮により国費を省約す
ること(官営･公営の民営化)｡
⑥独占を原則とする以上,現在の技術的監督のほか,会社の内容に立ち
入り,その財政･営業を厳しく監督すべきこと｡
⑦料金は許可制度とすべきこと｡
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(参一定の小売り区域を有せざる事業者に発電着手を許さざること｡ただ
し自家用発電はその種類および容量により規程をもって許可すること｡
⑨送電線の共通連絡　　　火力予備の共通プール設定,その利用ならび
に送･配電線の共通使用に関する規程を制定すること｡
⑲公益委員会を常設し,監督諮問機関たらしむること(東邦電力史編纂
委員会[1962])｡
この松永案は,まさに全国を9地域に分けて一区一会社主義をとり,秤
小会社は合同させ,供給区域の独占を認め,官･公営の火力設備は民営に
移し,料金は認可制として,監督諮問機関として公営事業委員会を設置す
るという内容であり,戦後の電力再編成とほぼ同じ内容であった｡注目す
べきことは,国による独占規制の必要性に言及していることで, 1928 (昭
和3)年という時代を考慮すると極めて先見性に富んだ発言であったとい
える｡
松永案は松永個人の思いつきによる私案ではなかった｡東邦電力史が詳
述しているように(東邦電力史編纂委員会[1962]),当時,東邦電力は社
内に調査部を常設し,東邦電力の役員･社員はアメリカ･ヨーロッパにし
ばしば調査のために視察に出かけ,あるいは海外派遣社員を海外に長期滞
在させ,彼らがもたらす情報や調査部の一連の研究成果などを基礎として
構想されたものであった｡
松永は,水火併存方式,超電力連係の熱心な主張者であった｡当時の水
力偏重の発電方式は,需要が増大する冬季が渇水期であり,需要が減退す
る夏期が豊水期であるという根本的な欠陥を有していた｡松永はこの欠陥
を克服するために広大な地域の発電所を送電線で連係して発電力の過不足
を調整する超電力連係と建設費が低廉な火力発電所を補給用･常時用とし
て活用する水火併用方式の2つの方法を提唱していた(橘川[2004],東
邦電力史編纂委員会[1962])｡この合理的な発想も海外調査での知見を基
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礎としていた｡
松永が｢電力統制私見｣を発表した頃の電力の産業組織は,東京電灯
(関東) ･東邦電力(中部,九州) ･宇治JH電気(関西) ･日本電力(関
西) ･大同電力(関西)などの5大電力を中心としながらも小規模の事業
者が群立していた｡室田の調査によると, 1928年の開業事業者は720社に
のぼり, 33年には818社,第一次電力国家管理が実施された1938年には事
業者は減少したとはいえ664社にのぼっていた(室田[1993])｡
橘川が整理した｢1938年度の電気事業者の電燈･電力収入ランキング｣
(橘川[2004])に基づき筆者が計算した結果によると,収入100万円以上
の事業者数は91社であり, 91社の合計収入は8億5914万円,このうち5大
電力合計で4億505.7万円,全体収入の47.7%であった｡因みに上位10社
計では60.4%, 20社計で74.4%であった｡この電燈･電力収入ランキング
に登場する企業は91社と全体からみれば10数%に止まるが,この91社以外
は極めて小規模の事業所であり,全体の傾向は91社統計で窺うことが出来
よう｡ただし,この統計は卸売電力会社と小売電力会社の双方を含んでお
り,占有率は市場シェアを示すものではないことに注意する必要がある｡
(5大電力のうち東京電灯･東邦電力･宇治川電気は小売会社であり,大
同電力･日本電力は卸売会社である)｡
このように少数の大規模事業者の周辺に多数の小規模事業者が存在し,
競争的周辺部を構成している産業組織は,売り手が少数の寡占市場でも,
売り手･買い手が多数の原始的市場でもなく,完全競争に限りなく近い
J･S･ペインのいう独占的競争状態であるといえる｡このような産業組織
では価格支配力を有する事業者は存在せず,事業者間の価格競争が頻発す
る可能性が高い｡とくに電気は製品差別化を図ることが基本的に困難なた
めに価格競争は俄烈となり易い｡現に, 1923年から1927年にかけて大阪,
東京,名古屋で｢電力戦｣と呼ばれる激しい価格競争が5大電力を中心と
して起こっている｡
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｢電力戦｣は,中瀬の研究(中瀬[2005])によると,まず大阪で起こり,
やがて東京に飛び火し,そして名古屋へと波及していき,各地域で激しい
料金の低下が起こった｡この電力戦の原因は前述のような産業組織を背景
として,新規参入阻止,電源の偏り･非効率な給電体制,販売料金算定の
不備,過剰電力の恒常化,新規電源の急増など複合的要因によっていた｡
また富山などの地域では一般需要家による｢値下げ期成同盟｣が結成され,
料金不払い運動(｢電灯争議｣)が展開され,この料金不払い運動は全国各
地に電灯料金値下げ運動として広がっていった｡電力会社の中には先手を
打って料金を値下げする企業も出現した｡この｢電力戦｣を契機として国
レベルでの統制が議論されるようになり,やがて電力国家管理へと受け継
がれていった｡松永の｢電力統制私見｣はこのような｢電力戦｣を背景と
して有効な産業組織の形成を目指して構想されたものであった(東邦電力
史編纂委員会[1962])｡
松永の｢電力統制私見｣は,戦前,多くの支持を集めることが出来なか
ったため,陽の目を見ることはなかった｡現実には以下のような対応がな
された｡第1は,価格競争を抑制するために電力連盟を設立し,カルテル
によって価格の安定を指向したこと,第2は,料金届出制から認可制へと
転換し,公益規制による対応とであった(橘川[2004])｡
カルテル組織である電力連盟は1932年に設立され,参加企業間の共同行
為による競争の意識的制限は成果を上げ,このために｢電力戟｣は収束し,
電力料金も下げ止まり安定化した｡また, 1932年以降の電力･電灯料金の
安定化はカルテルによる効果に加えて, 1932年に小売料金認可制を導入し
たことが料金安定化に寄与した｡電力業の公益性の自覚が国による規制を
受け入れる措置となったといえる｡しかし,この時期の電力業では卸売会
社と小売会社の併存状態は放置されたままであり,しかも,卸売料金規制
は行われていなかったために不安定要因を内包していたといえる｡
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(2)電力国家管理案の台頭と日発･ 9配電体制
1933年3月に日本は国際連盟を脱退し, 34年7月の岡田啓介内閣の登場
を契機として産業全体の国家管理の動きが強まっていった｡日本が古典的
経済システムから大きく転換したのは31年に中国東北部(旧満州)に侵略
を開始し, ｢15年戦争｣が始まってからであった｡岡田内閣が登場した34
年から2.26事件が起こった36年にかけて,日本の経済社会は大きな転換期
であった｡ワシントン軍縮条約の廃棄,天皇機関説に対する排撃運動,巨
艦計画の推進,国体明徴の政府声明による国家主義勢力･軍部の台頭,2.26
事件など日本が急激に右旋回した時代であった｡石油業法が制定され石油
産業に対する国家の統制が始まったのも34年であった｡
電力についても岡田内閣時代に国策大綱を審議するために設置された内
閣審議会において電力国家管理の大綱が作成された｡この大綱は｢民間の
電力設備を現物出資させて特殊会社を設立し,民間出資の対価として特殊
会社の株式を交付する｡国庫支出は不要｡特殊会社はこの電力設備を政府
に対して提供するのみで特殊会社は運営の任に当たらず,国家がこの電力
設備を使用することによって電気事業を運営する｣という内容であった
(室田[1993])0
1936年2月に2.26事件が勃発し,岡田首相退陣後に広田弘毅内閣が組閣
した｡頼母木柱吉が逓信大臣に就任し, 7月に｢電力国家管理要綱｣とし
て閣議決定された｡その主要な内容は, ①電力はその国家民生における普
遍的なる本質上,私企業に委ねるべきものにあらず, ②政府は電力を管理
し,発送電事業を国営とし,必要な設備は特殊な設備会社に提供せしむ｡
ただし自家用発電は対象外とし,発電水利は政府の専用とする｡電力特別
会計において設備会社の株式を買い入れるというものであった｡
この頼母木案に対して電気協会は中央調査会を設置し,池尾芳蔵(日本
電力)会長,小林一三(東京電灯),速見太郎(山陽中央水田),松永安左
ヱ門(東邦電力)など19人が委員となり,さらに6人の専門委貝を任命し
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て反対運動を展開した｡東京商工会議所も｢電気事業の統制に関する建
議｣を決定し,この中で頼母木案は所有権の根本概念に変革を与え,民間
の企業心を萎縮させるものとして反対を表明した｡日本商工会議所,仝産
逮,電力会社の従業員の一部も反対の立場を鮮明にした(東邦電力史編纂
委員会[1962])｡
頼母木案は37年1月に第70議会に提出されたが,浜田国松議員と寺内陸
相との間で行われた｢割腹問答｣などで議会は混乱し,このため広田内閣
は総辞職し,電力国家管理案は流産した｡ 2月に林銑十郎内閣が誕生した
がこの内閣は短命で5月31日に瓦解し, 6月に第一次近衛内閣が誕生し
た僻1)｡逓信大臣は永井柳太郎であり,永井は電力国家管理案を議会に提
出を決意し,合意形成の場として官民合同の｢臨時電力調査会｣を設置し
て電力統制問題を諮問した(室田[1993])｡
1937年の日中戟争(当時の支那事変)は経済システムの大きな転機とな
った｡ 37年には｢臨時資金調整法｣ ｢輸出入品等臨時措置法｣ ｢軍需工業動
員法の適用に関する法律｣などの統制立法が行われ, 38年には経済活動だ
けではなく広い範囲の統制権限を政府に与えた｢国家総動員法｣などが制
定され,戦時体制が強化された｡ 37年に酒類販売業の免許制が, 38年に百
貨店法が導入され,経済活動への規制が強まっていった｡調査会は永井逓
信大臣が自ら会長に就任し,委員として官庁側から逓信政務次官ら4人,
(注1)松永は近衛と顔見知りであった｡松永は荻窪にある近衛の私邸, ｢荻外荘｣
に足を運び,電力の国家管理に反対である旨を申し出たところ,近衛は｢松永さ
んの考え方に賛成だ｣と応えながら,結局,近衛は｢掛秤として起こる国家管理
論にノーとはいえず,そのままずるずると押し切られてしまった｣｡松永はもとも
と近衛に不信感をもっていたが,改めて近衛は信用できないと再確認したという
(水木[2004])｡ 2.26時件直後の斉藤隆夫議員の軍部批判,この浜田国松議員の寺
内陸相批判などこの時代でも議会では言論の自由が確保されていた(坂野潤治
[2004])｡また,電気事業者を中心とする反対運動も,言論の自由が失われつつあ
る時代においても,ほとんど政治的圧力を受けることなく行うことができた｡
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貴衆両院から12人,学識経験者5人,財界から4人,金融界から2人,電
力業界代表として松永安左ヱ門(東邦電力),小林一三(東京電燈),池尾
芳蔵(日本電力)ら5人が当たり,総計35人となった｡調査会は冒頭から
電力業界と政府･統制支持派とが激しく対立し,電力業界は｢電力統制要
綱案｣を提出し,非常時における電力の統制強化と合理的運営は業界自身
も積極的に推進するが, ｢国有国営｣ ｢民有国営｣も認めず, ｢民有民営｣
を貫く内容であった｡
永井会長は11月に審議打ち切りを宣言し, 12月の定例閣議で第2次電力
国家管理案(永井案)は承認され,第73議会に電力管理法,日本発送電株
式会社法など電力4法が議会に上程され,審議は難航したが政府案に部分
的修正を施して衆議院,貴族院を通過し, 39年4月に日本発送電株式会社
(日発)が誕生した｡この時点で電気事業者から自発へ出資された設備は
出力5000kWを超過する新規水力発電設備(既存水力は除く),出力1万kW
を超過する火力発電設備および主要送電設備･変電設備であり,日発は,
形式は民有民営であったが実質的には国策会社で民有国営であった｡初代
総裁は大同電力社長の増田次郎が,副総裁は小野猛逓信次官が就任した｡
1939年5月ノモンハン事件が, 9月に第2次欧州大戦勃発(ドイツ,
ポーランドに侵攻), 40年6月フランス,ドイツに降伏｡ 9月日独伊3国
同盟の締結と日本は戦時体制へと急展開していった｡日発創立後に渇水,
石炭不足などで期待された成果は上がらず,日発は送電休止,停電等の非
常措置を頻繁に執らざるをえなかった｡第3次近衛内閣の逓信大臣村田省
蔵は電力国営強化の方向で検討し,発送電部門については既存水力設備も
口発に強制出資させて発送電管理を強化し,配電部門は全国を数地区に分
割して各地区ごとに特殊会社を設けるという｢電力国策要綱｣を起案｡ 9
月27日間議決定した｡
財界は,松永らの電力第2次国家管理反対運動と連動して企画院を拠点
とする｢革新官僚｣たちによる｢経済新体制要綱｣に対して反対運動を展
198
開し,日本経済連盟会,日本工業倶楽部など7つの財界団体が政府に反対
を申し入れた｡政府は議会審議が不可能となったために国家総動員法を根
拠とした勅令によって実施することとし, ｢配電事業統制令｣を制定した
(東邦電力史編纂委員会[1962])｡
日発が発足した3年後,アジア･太平洋戦争勃発後の42 (昭和17)年4
月に既存主要水力発電設備の出資と配電統制令に基づいて北海道･東北･
関東･中部･北陸･関西･中国･四国･九州の9配電会社が発足,第2次
国家管理が実施された｡ 42年は食管制度が導入され農業の統制が始まり,
日本銀行法も改正されて大蔵省の影響力を日銀が直接受ける仕組みが導入
され金融も統制された｡都市では借地借家法が施行され借地･借家人が保
護された｡この措置は銃後の人々の生活不安を解消しようとする政策意図
から実施されたものであった｡電力だけではなく日本経済全体に統制が持
ち込まれた｡
第一次配電統合の結果,統合会社の設備は全配電事業の約900/oに達した｡
第一次統合後に小規模事業者をも対象とした第二次統合が実施され, 1943
(昭和18)年に入って第二次統合が完了し,既存電気事業者の全面的合同
の上に日発と9配電会社の10社による独占体制が出現した(ただし,統合
を免れた事業会社と自家発電を戦時中も引き続き行っていた事業会社も多
数あった)｡配電会社とは不特定多数の需要家に対する配電の権限が法的
に付与されている会社であるが,自らが発電設備を持つことは妨げられて
いない｡圧倒的に大きな供給力を持ったのは日本発送電であったにせよ,
東北･関東･中部･九州配電はかなりの水力発電設備をもつなど各社とも
自社の発電設備を所有していた(室田[1993])｡
第二次統合の結果,既存電気事業者の全面的合同の上に日発と9配電会
社の10社による独占が完了した｡ただし,統合を免れた事業会社と自家発
電を戦時中も引き続き行っていた事業会社も多数あった｡岡田内閣時代に
電力国家管理の大綱が作成されたのは36 (昭和11)年であり,日発･ 9配
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電体制が完成したのは43 (同18)年であった｡この間に7年の時を刻んで
おり,しかも昭和18年には日本の敗色が濃厚であった｡ ｢豊富で低廉な電
力供給｣を目指した筈の電力国家管理も政策意図を全く実現することは出
来なかった｡
日発体制は戦時経済統制の一貫として実施されたものであり,さまざま
な問題を内包していた｡とくに日発と9配電会社が導入した料金のプール
計算制は第2次大戦後の1947年には決算プール制として定着し,日発と9
配電会社の電力10社の損益をプールして計算するものであったが,各社は
経費算出に当たってプールからの分け前をいかに有利にするかの駆け引き
にのみ関心を示すようになり,明らかに経営の自主性･合理性の喪失に繋
がった｡決算プール制は日発と9配電の収支を共同の勘定にするものであ
り,経理的には一社化された体制であった｡
【Ⅲ】垂直統合型供給システムの形成過程(2)
一電気事業の再編成･垂直統合型9電力体制の確立一
第2次大戦後,電気事業の経営形態はどうあるべきかについて,実にさ
まざまな経済主体が,実に多様なプランを掲げて舞台に登場し,論争を繰
り広げた｡これほど特定産業の経営形態について多くの人々が参加し,請
争を繰り広げたケースを筆者は寡聞にして知らない｡桶川の整理に基づい
てグルーピングすると以下の通りである(橘川[1995])｡
第1グループ;松永安左ヱ門, GHQ, 9配電(48年以降)｡発送電一貫
経営･配電の地域分割･民営を主張｡
第2グループ;電発,冒発, 9配電(46-47年),社会党,共産党,商
工省｡発送電一貫経営は支持｡しかし,配電の地域分割･民営は不支持｡
第3グループ;電気事業民主化委員会,電気事業再編成審議会,民主党｡
発送電一貫経営は不支持｡しかし,配電の地域分割･民営は支持｡
第4グループ;地方自治体｡発送電一貫経常･民営は不支持｡配電の地
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域分割のみ支持｡
これらの中で発送電一貫経営･ 9地域分割･民営を一貫して主張してい
たのは松永安左ヱ門のみで, GHQは発送電一貫経営･民営までは松永と
同じだが,地域分割では7分割, 10分割と揺れ動いた｡第2,第3,第4
グループは松永案に対する抵抗勢力であった｡ただし,商工省･通産省は
最終的には松永案を支持した｡以下では,電力再編成のプロセスを時系列
的に記述することにする｡このプロセスの中にこそ電力再編成をめぐって
さまざまな経済主体の意地のぶつかり合いや,凄まじく凝縮されたエネル
ギーを観察できるからである｡
敗戦後,軍需省は廃止され,商工省が復活した｡電力関係業務は商工省
電力局が継承することになった｡国家総動員法は1946 (昭和21)年4月に
廃止, 10月1日自動失効した｡同法を根拠とした配電統制令と電力調整令
も自動的に失効した｡ 9月に電気事業法が改正されたが,日発･ 9配電体
制はそのまま存続することとし,電力国家管理にとって重要な諸法律も継
続して存続した｡
敗戦後の電力再編成に最初の提言を行ったのは電力産業の労働組合と配
電統合以前に公営電気事業を営んでいた地方自治体であった｡労働組合は
1945年12月に発送配電の全国一元化を提案した｡ 46年4月に日発と9配電
の企業別労働組合の連合体として｢日本電気産業労働組合協議会｣ (電産
労協)が発足し,全国一元化案を継承した｡ 46年9月から12月にかけての
電産争議の過程で電産労協は電気事業民営化を強く要求するようになり,
この時点で9配電会社も電産労協の主張する全国一元化案を標梼した｡
東京都議会は46年2月に配電事業の公営化という基本的方向を確認し,
｢配電事業に関する意見書｣を採択した｡以後,配電公営化運動は全国各
地に波及し,地元の利害を重視する国会議員も地方自治体の動きに関心を
払い, 8月に衆議院本会議は｢配電事業東京都営移管に関する建議案｣を
採択した｡一方, GHQは47年9月に地域別民営会社による発送配電一貫
垂直統合型供給システムの将来　　201
経営案を提起した｡
地方自治体のこのよう動きに対して,商工省は全国1社による電力国営
を指向した｡戦時下の電気事業の国家統制を基本的に変えたくなかったか
らであった｡電産労協は社会主義経済への移行の一環として電気事業の社
会化,電気事業の1社化を構想していた｡背後にある思想は異なるが,商
工省と電産労協はともに同一の電気事業再編成案を共有していたことにな
る(注2)｡
1947年12月9日, ｢過度経済力集中排除法｣ (集排法)が国会を通過,同
日公布され,自発と9配電は第2次指定企業となった｡これを受けて政府
は48年4月に｢電気事業民主化委員会｣ (大山委員会)を設置した｡ 48年
3月,電産労協は公共会社による発送配電全国一元化案を公表した｡ 5月,
配電事業全国都道府県営同盟会は, ①発送電部門と配電部門の分離, ②配
電都道府県営(市営も含む), ③発送電の国営もしくはそれに準ずる公共
経営の3点を主内容とする｢配電事業都道府県営基本方針｣を決定･発表
した｡日発は全国1社化案を指向し, 9配電は46年10月の電産労協との交
渉で発送配電1社化を受け入れたが,集排法の適用を受けて9ブロック案
に急速転じた｡
GHQの基本方針は日発･電産労協の全国1社化に否定的であった｡電
気事業民主化委員会は48年10月に以下の答申案を決定して公表した｡ (∋日
本発送電株式会社は普通の株式会社とし,一般電気事業者としての国の監
督を受ける｡ ②北海道･四国は発送配電一貫事業とする, (彰本州･九州は
(注2)この叙述は(室田[1993])に依拠している｡橘川[1995]でも同じ様な記
述がある｡しかし,後述する電気事業再編成審議会で｢松永案｣と｢三鬼案｣が
対立しているときに,当時の通産相官房長の永l吊時雄は9分割民営論者として
｢松永案｣を支持した｡永山は戦後の荒廃,電力の不足から脱却するには電源開発
が必要で,このためにはR発を完全に解体し, 9つの電力会社を民営化して互い
に競争させるしかない｡新しい電源開発には外資の導入も必要だ｡永山はこの観
点から｢松永案｣を支持した(青柳[2000]および北康利[2005])｡
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発送電を一本とし配電は現状維持とする｡この答申案にGHQは全く関心
を示さなかった｡芦田内閣総辞職によりこの答申案は,以後,陽の目を見
ることはなかった｡
1949 (昭和24)年5月, GHQ経済科学局内に｢5人委員会｣が設置さ
れ,この5人委員会は7ブロック案を提示した｡ 7ブロック案とは,日発
を北海道･東北･関東･関西(中部･北陸･関西を統合したもの) ･中
国･四国･九州の7地域に分割し,それぞれに対応する配電会社を統合し,
各地域に1つの発送配電一貫会社を設立する,というものであった｡ 5月
25日商工省は廃止となり,通商産業省が設立され,外局に資源庁を設置し,
電力行政はその一部局の電力局の担当となった｡電力再編計画の立案は5
人委員会の手を放れ,日本政府に委ねられることになった｡
地方自治体は配電公営を求める運動を強化し, 49年9月東京で開かれた
｢配電事業公営期成連合総会｣には北海道から鹿児島県に至る1都1府
(大阪) 25県と9つの市の代表が集まり7分割案を排し,配電事業の公営
移管を実現すべく努力すると決議し,陳情書を作成するとともに,市民向
けパンフレットでは,配電事業が統合化された経緯や配電事業の公共的性
格を述べ,利益本意の民間から公営へ移管すべきであると訴えた｡しかし,
GHQは公営移管には全く関心を示すことはなく,以下のような非公式の
覚え書きを9月27日に通産省に示した｡
(∋日発･ 9配電は過度経済力集中排除法に基づいて集中として指定され
る｡
②日発･ 9配電は解散｡各地方に地域的区分に基礎をおいた発送電組織
を設立する｡
③政府は発送電･配電会社の株式を放棄し,再編成された会社の株式は
所有しない｡
(も新組織を実現するために既存の法令の廃止･改正が必要｡
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⑤新組織は北海道・東北・関東・関西・中国・四国・九州の7地域に設
置し，能率に優れているのであれば，関東・関西をそれぞれ2分
し 9組織にすることもできる。
⑥私有会社への政府の統制・介入は排除すること O
以上の覚え書きを受けて通産省は GHQの許可を得て5人の委員から成
る「電気事業再編成審議会」を設置(稲垣通産大臣)。会長に松永安左ヱ
門を指名し，委員は小池隆一(慶応大学法学部長) ・工藤昭四郎(復興金
融公庫副理事長) ・三鬼隆(日本製鉄社長) ・水野成夫(国策パルプ副社
長)に委嘱した(注 3)。
GHQ経済科学局顧問T'u・ケネデイ(オハイオ州のある電力会社の元
社長)は，各地域ごとに発送電を一貫した会社を設立すべきで，当該地域
内のすべての発電所・送電線等は当該地域を担当する会社が所有すべきで
あり，地域はその結果が最も経済的・合理的に電気事業を運営ができるよ
うに，また電力需給にマッチするように思考すべきであると考えていた。
日本は電力開発について莫大な投資をしなければならないが，地域別の会
社が出来れば当該地域の需要を満たすために積極的に必要な開発が行われ
るようになる O 日発はブロックごとに分割し，各ブロックに 1 つの発送電
一貫経営の民営会社を設けるべきで， しかも各ブロックに供給義務を負う
会社はその発送電設備のすべてをブロック内に保有すべきであり，他のブ
(注 3)松永を会長に推薦したのは白州次郎であった。松永と白州は近衛文麿を介
して戦前から面識があった。この2人は， 1942 (昭和 17)年に期せずしてこの戦
争は負けると判断し，松永は小田原で隠居生活に入り，白州は鶴川で農業を営み
2 人とも第一線から引退するという共通点を有していた。白州も日発を解体して
いくつかのブロックごとの私企業を発足させることが最善の道と考えていた。電
力再編成に当たって分割民営論の方向で突き進める人物は松永安左ヱ円以外にい
ないというのが白州の判断であった。この白州の判断が吉田茂首相に最も影響を
及ぼした(青柳恵介 [2000])。
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ロックに発電所をもつなどは排すべきと主張した(｢属地主義｣)｡
これに対して松永は,戦前の日本電力,大同火力が遠隔地の水力発電所
と関西の大消費地とを送電幹線で結ぶことによって電力需給のマッチング
を図っていたことに着目し,新会社が供給区域の外に発電設備を持つこと
を禁じてしまうのは行き過ぎと主張し,ケネディと松永の考え方はその後
も対立することになった｡ケネディは50年1月19日に10分割案を提示｡松
永は供給区域外での発電所の所有が認められなければ需給バランスの維持
が不可能と主張したが(｢凧揚げ地帯｣方式),ケネディは関係会社間相互
の電力融通で可能との認識を示していた｡
電気事業再編成審議会は9分割案で合意したが,松永案と三鬼案が鋭く
対立し,松永会長以外の委員は｢三鬼案｣を支持した｡ ｢三鬼案｣は9分
割会社とは別に融通専業の会社を別に設置し,需給バランス問題に対処す
るという9プラス1社,計10社案であった(湘)｡審議会の答申は｢三鬼
案｣を本文とし, ｢松永案｣を参考意見として添付することとした｡ ｢三鬼
案｣の電力融通会社は日発の発電能力の42%を継承する会社であり,縮小
した日発を残す案であった(橘川[2004])｡しかし, GHQは融通会社案
は集中排除の方向に反すると反対を表明｡通産省に計画を練り直すように
指示し,通産省は答申の参考意見である｢松永案｣を採りGHQに提出す
ることとした｡
しかし, GHQは難色を示し,池田･ケネディ会談(稲垣通産大臣辞任
(注4)松永の日本製鉄三鬼降社長に対する評価は以Fのように極めて厳しい0 ｢政
府･軍部を背景として特権的であった製鉄事業とかそれに関連する人達は,再編
成がもし私のような形で出来れば,自分たちのこれまで受けてきた特権的なもの
が壊される｡そういう人が電力の再編成で独立採算性をもった自由な電力会社が
できるということに当然反対する｡ 5人委員会が出来ても私の案にはみな反対す
る｡彼らの案は一種の融通会社案で,融通会社という電力供給会社をつくり民間
の電力会社はそこから電力の供給を受けて配分するという役割をもつだけで,形
を変えた日本発送電を温存する案の一つである｣ (安藤[1966])｡
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に伴い,池田勇人大蔵大臣が通産大臣を兼務)で調整し, GHQは,電力
会社が供給区域外に電源を持つことには原則的に反対としながらも若干の
例外を認めると軟化し,公益事業委員会は通産省の外局ではなく総理府の
外局とし,民間委月を活用することで合意｡この結果,通産省は｢電気事
業再編成法案｣ ｢公益事業法案｣をまとめ,第7通常国会に提出した｡
国会は衆参両院の併行審議という異例の措置をとったが,衆議院では,
公営電気復元問題についての質疑応答を含めて審議が集約する見込みがた
たず,参議院では公益事業法の電気･ガスなどの公益事業では同一の地域
を供給区域とする2以上の公益事業を公益事業委員会は許可してはならな
いという点に関して,そこまで地域独占を許容して良いものかとの疑問が
噴出し,政府案-の反論が強かった｡政府は継続審議を主張したが衆参両
院は審議未了とした｡
政府は,与党･自由党と協議し,第9回国会で成立し易い方向で法案を
修正することとし, 10月30日に閣議了解を得た｡主要な修正点は以下の通
りであった｡
(∋公益委員会は公共の利益を増進するために必要と認めた場合には新会
社の供給区域内に公営の電気事業を許可する｡
②公益委員会は地方自治団体が所有する電源,あるいは経営せる電気事
莱,工場･事業所が主として自己の用に供するために施設せる電源の復元
に関しては,関係地方の電力需給に著しい悪影響を及ぼす以外は認める｡
③公益委員会は新規自家用電源,小水力利用による農事用電源の開発に
ついては河川の一貫経営に著しい支障を与える以外は認める｡
(彰公益委員会は地方公共団体の既得権を保護する｡
この修正法案は公営復元要求を全面的に認めたものであり,議会での審
議を前提とすると復元問題を取り込んだ改正案にならざるをえなかった｡
ケネディはこの政府案に強く反発し反対を表明し,政府案は暗礁に乗り上
げることとなった｡
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この事態を打開したのがマッカーサー元帥の吉田首相宛の書簡であった｡
書簡は, ①GHQ･政府が支持してきた9分割案を動かすことなく,法
案の骨子に大きな修正を加えることを許さない｡
②政府は電力再編成法案を国会に提出する方針を変更し,ポツダム政令
によって実施すること｡
(参審議未了となった2法案とほとんど変わらない内容の｢電気事業再編
成法令｣ ｢公益事業法令｣を公布することというものであり,吉田首相は,
国会を超越するポツダム政令として再編成関係2令を公布し再編成の断行
に踏み切った｡ここに9電力体制が発足して電気事業再編成問題が決着し
た(湘)｡しかし,マッカーサー書簡は配電公営運動にまで介入したもので
はなかった｡
9電力体制が発足して電気事業再編成問題がすべて決着したわけではな
い｡戦時経済推進のためにできた日発･ 9配電体制は,それ以前に多数存
在していた民間の電気事業者や公営電気事業者,および自家発電事業者を
統合してできたものであった｡その日発･ 9配電体制が9電力体制に移行
しただけでは,戦時のための大規模な独占の仕組みが解体されたことには
ならない｡上記の政府の決定指令に対して51年3月から4月にかけて地方
自治体から総理大臣宛に変更申請や不服申し立てが提出された(室田
[1993])｡
9電力体制と公営復元問題との関係を考える上で重要な枠組みの変化は,
1952 (昭和27)年にサンフランシスコ講和条約が発効し,日本は占領体制
から独立した｡このために公営復元問題に積極的に取り組んでいた地方自
治体はGHQの制約を受けることがなくなり,また,ポツダム政令も失効
し,復元問題をめぐる環境は大きく変化した｡
(注5)白州は｢松永案｣を採択するように吉田を説得し,さらにおそらくは経済
科学局長のマーカット,電気課長代理のエヤース,およびケネディらGHQのスタ
ッフを動かしたのも白州であった,と青柳は指摘している(青柳[2000])｡
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52 年 5 月に「公営電気事業復元県都市協議会Jが発足，再び県と都市が
一体となって，また政府与党の議員を巻き込んでさまざまな形で復元立法
化運動が展開された。また，戦前自家用発電所を所有していた大企業8社
が「設備返還期成同盟Jを結成し，国会への活動を始めた。ポツダム政令
失効に伴い，政府は政令とほぼ同ーの内容を有する「電気及びガスに関す
る臨時措置に関する法律Jを制定し 新しい事態に対応した。
復元問題に対する対立図は，以下のように複雑であった。政党レベルで
は，地方に選挙基盤をもっ与党の自由党は概ね賛成。 1954年に「電気復元
国会議員協議会」を結成，政治的発言の立場を強化していた。一方，社会
党，共産党は社会主義・計画経済を推進する立場から復元問題には反対で，
むしろ基幹産業である電力産業の固有化を主張。電力労使は 9 電力体制の
定着を推進する立場から復元問題には反対。役所では，通産省は 9電力体
制を推進する立場から公営復元には消極的，反面，自治庁は電気事業の公
益性にかんがみ，全面的に復元することは困難であるとしながらも，例外
的にある程度は認めるべきであり ことに以前経営していたものについて
は特別配慮し，立法による途を開くのが妥当という立場をとった。新聞界
では全国紙の中で日本経済新聞 l社を除き朝日・毎日・読売などの各社は
公営復元に賛成であった。
自治庁のこのような立場は復元運動を活気づけ，政府が電気事業法改正
案を国会に上程するのであるならば議員提出議案として復元法案も上程
するという環境が形成された。また 当時 配電権はもたないけれど 9 電
力のいずれかに卸売りできる県営電気事業者がいくつか存在していた。こ
れらの県は，神奈川・北海道・新潟・三重・鳥取・島根・愛媛・徳島・高
知・宮崎・大分の日県にのぼり， I公営電気事業経営者会議」を組織して
いた口「復元県都市協議会」の運動と「経営者会議」は連動し，公営復元
推進運動は，供給区域の独占を排除し，公営復元の早期実現を促進すると
いう立場をいっそう鮮明にし 9電力の地域独占に対して真っ正面から異
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議を唱えた(室田[1993])｡
しかし, 50年代半ばから後半になると産業の育成を主題とした産業政策
が展開され(鶴田[1982]),日本経済の産業化と国土開発を推進すること
が重要な政策課題となり,電力は産業化の根幹を形づくる基幹産業である
だけではなく,水力ダム建設は国土開発の根幹となる大事業であり, 9電
力体制を維持･推進していくことの社会的合意が形成されはじめ,また,
地方自治体にも地域開発を推進することが県経済の発展に不可欠という認
識が芽生え,このような経済的枠組みの変化を背景として,県都市協議会
は電力会社との個別的交渉によって金銭的保証で妥結するという方向に転
換し,各地域は復元問題に50年代後半から60年代にかけて終止符を打って
いった｡
敗戟後,日本の電力需給状況は戦前と大きく変わったにも関わらず,電
気事業法は,国家総動員法失効に伴う部分的改正を除いて,基本的には1911
午(明治44)年のままであり, 9電力体制スタートしてから13年後の1964
年になってやっと新法が制定された｡この間は臨時措置で対応していた｡
9電力体制スタート後も上述のように公営電気復元問題をめぐって地方自
治体の運動が強力に展開され,この公営電気復元問題が解決されない限り
新法案の起草は不可能であったからであった｡電気事業法の改正は経済社
会･政治的風土の転換によってやっと成立したのであった｡
【Ⅳ】電気事業改革の経緯と課題一段階的自由化の推進
電力産業の特徴を, ①電気という財の性質, ②製造業的サービス産業と
しての特質, ③発電･流通･販売という川上から川下に至る垂直的生産体
制から見た特質など3つの視点から記述する｡
まず,電気は財としては以下のような特徴を有し,一般の財･サービス
とは異なった性質を有している｡まず,日本ではヨーロッパと異なって電
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気は非貿易財であり,輸入財が存在していない｡また,競争財もなく代替
財も皆無というわけではないが基本的にはゼロに等しい｡しかも,電気は
産業活動および家庭生活にとって不可欠の必需財である｡品質も全く同質
であり,需要の価格弾力性は極めて小さい｡このような特質をもった産業
では企業間で同調的行動がとられ易いといえる｡
このような性質をもった産業はわれわれの周囲を見渡しても,まず,存
在しない｡同じエネルギー産業である都市ガス産業を見てもこのことはい
える｡都市ガスは輸入財こそ存在しないが,代曹財,競争財は存在してい
る｡電力･石油･LPGガスなどが該当する｡また,財としての同質性も
電気ほど均質ではない｡エネルギー以外の分野では,たとえば自動車･電
機･一般機械･素材産業･サービス産業などは輸入財･競争財･代替財が
幅広く存在し,需要の価格弾力性が大きく,競争が起こり易い産業群であ
る｡国際分業が進み今日ではグローバル市場が形成され,競争的市場の形
成が一般的に観察される｡このようにみると電力は数多くある産業の中で
も際立って特殊な性質を有しているといえる｡
製造業的サービス産業としての特質とは以下のことを念頭に置いたもの
である｡財はvisible goodsであるのに対してサービスはinvisible goodsで
ある｡電気はいうまでもなくinvisiblegoodsでありサービス財である｡
サービス財は一般的に生産と消費とが同時に行われるという性質を有して
いる｡サービス財は, ①異時点間･異空間間のサービスの移動が困難なた
めに製造業のように在庫を持つことは不可能であり, (参最大需要量と最小
需要量との間の落差が大きく,最大需要量に総供給能力を合致させる試み
が一般的であり, ③時間的･季節的需要の増減に応じてサービス財では差
別価格が極く当たり前の世界となっており, ④混雑現象も極めて一般的に
観察される｡電力ではこれらサービス財に固有の性質を異空間間のサービ
ス移動が不可能という一点を除きすべて内包している｡都市ガスの場合は
電力と同じ様な性質を有しているが,在庫に関しては導管網が在庫機能を
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果たし,製造業ほどではないが需給調整が可能である｡
しかし,電気は他のサービス財とは全く異なった性質を有している｡生
産と消費とが同時に行われる場合でも, ①同一の空間で生産と消費とが同
時に行われるケースと, ②異なった空間で生産と消費とが同時に行われる
ケースとが存在する｡多くのサービス産業は,たとえば流通･金融･外
食･レジャー･輸送･教育などは同一の空間で生産と消費とが同時に行わ
れる産業群である｡しかし,電力は後者の典型であり,発電所は消費地か
ら遠く隔てた地域に位置し,消費地まで送･配電線で電気を輸送し,産
業･家計の需要に応じる形態となっている｡ ｢製造業的｣と表現したのは
このような特質に注目したものである｡
電気のように生産地と消費地とが異なっていた場合には,取引コスト
(輸送費)を節減するための送電技術の発達や,発電力の過不足を調整す
るための広域連係の確立と送電ネットワークの形成,瞬時瞬時の需給を調
整するための地域内･地域間の系統管理(送電･連系線管理)の仕組み･
技術の確立が産業発展の大前提となる｡製造業でも生産･流通･販売の3
段階の効率性を追求することはいずれの企業･産業にとっても極めて重要
である｡貿易財の場合にはグローバルなレベルで最適な生産ネットワーク
を作り上げることができるか否かが企業の盛衰と直接関連してくる｡
電力産業において送電ネットワークの形成と系統管理が重要な位置を占
めるということは,電気以外のサービス財はその本来の性質から生産と消
費とが自然の形で極く当たり前のように一致するのに対して,電気の場合
には自然の形で需給が一致することはなく,適切な送電ネットワークの形
成と系統管理技術者の適切な対応があって初めて瞬時瞬時の需給を一致さ
せることができるのである｡系統での事故を防ぎ,停電が起こらないよう
な日々の努力が供給信頼度を維持する上で極めて重要なのである｡ここが
他のサービス財と電気の大きく異なるところである｡
発電･流通･販売という川上から川下に至る垂直的生産体制を観察する
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とここにも大きな特徴がある O 発電部門と営業部門は他の産業と同じよう
に競争的環境の中に位置づけることができるが，送・配電ネットワークは
規模の経済性が極めて大きく ボトルネック財あるいはエッセンシャル・
ファシリティとしての性質を有しており このことは送・配電ネットワー
クを競争的環境の下に置き，その建設を各企業で競い合うよりは，送・配
電ネットワークを社会的インフラと位置づけ 電力サービスに関わる複数
の企業が共同して利用する方が社会的効用を高める可能性のあることを示
唆している O
9電力体制が完成し(沖縄を除く) ，高度成長期から90年代の自由化の
時期を迎えるまでは送電ネットワークも各社の自由な運用に委ねられ，私
的財としての位置づけであった。発電所から消費地まで自社の送電ネット
ワークを活用して電気を輸送するのが当たり前の世界であった。しかし，
自由化の時代を迎え，電力産業への参入障壁を見直し，一般電気事業者以
外の新規企業の参入を制度的に認める時代になると，送電ネットワークの
私的財としての性質を見直すことが不可欠となってきた。
送・配電ネットワークは規模の経済性が大きく，ボトルネック財あるい
はエッセンシャル・ファシリティとしての性質を有している以上，社会的
インフラと位置づけずに競争財と位置づけたとしたならば，送・配電ネッ
トワーク自体が新規企業の参入障壁となり，競争的環境の中で電力産業を
発展させることが不可能となるからである O したがって，送・配電ネット
ワークの新しい制度をどのように構築するかが自由化をめぐる議論の中心
的テーマとなるのである O この論点は後に詳述する O
電力産業は公益事業である O このために電力産業は電気事業法によって
幅広い規制・保護を受けていた。また，電力会社は制度的に地域独占が保
証され，独禁法第21条(独禁法第 21条の規程は2000年に廃止された)によ
って自然、独占産業と認定され，独禁法の適用除外という扱いを受けてきた。
いわば制度によって地域独占が許容され独禁法の保護の対象であった。し
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かし,独禁法第21条がどの範囲まで独禁法を適用除外としていたかの理解
については甚だしい誤解があり,その最たるものは電力会社のすべての行
為が独禁法の適用を受けないというものであった｡正確には,電力会社の
供給区域における独占的地位やそれに必然的に伴う行為のみが適用除外と
なるのであって,これ以外のものについては適用除外となることはないと
いう理解が正しい｡
電力事業をめぐる規制は以下のように多様である｡電気事業法は,電力
事業に対して参入規制により地域独占を認め,反面,その弊害を防止する
ために料金規制を実施してきた｡事業規制では事業の許可制,事業の休
止･廃止の許可制,供給区域変更の許可制などであり,これらのうち,辛
業許可の基準は需給調整の観点から行われてきた｡業務規制では,供給地
域内での供給義務,総括原価主義に立った料金など供給条件の認可制,供
給計画の届け出義務,卸売り供給など特定供給の許可制,会計に関する規
刺,業務方法の改善命令,業務等の監査など規制は実に広い範囲にわたっ
ている｡この他に安全･保安規制が加わることになる｡
このような規制が縦横に張りめぐらされていることの結果として,電力
事業は効率性の観点からさまざまな問題を内包することとなった｡このこ
とを象徴している現象が,内外価格差,高コスト構造の存在であった｡さ
まざまな産業の競争条件を改善するためにも,規制を見直し,市場構造を
独占から有効競争へと組み替え,高コスト構造の改善を図ることが緊急の
課題となっていたといえる｡また,新規参入を可能とする技術的,経済的
条件が整いつつあることを考慮すると,このような政策目標を追求するこ
とは極めて現実的な課題であった｡
設備の効率的な利用に関しても改善の余地があった｡設備の稼働率を示
す負荷率は,日本が55%であったのに対して,イギリス･ドイツ･フラン
スなどでは65-70%となっていて,日本よりも効率的な利用が進んでいた
(平成6年の実績による)｡ピーク時需要とオフピーク時需要との落差への
垂直統合型供給システムの将来 213 
対応に工夫の余地のあることを示していた。
一般の産業にとって電力料金が割高であることはそれだけ各産業・企業
のコスト押し上げ要因となり，国際競争力をそれだけ減殺するものであっ
た。流通などの業務用においても， 80 年代後半から海外の安い製品がどっ
と流れ込み“価格破壊"が常態化してくると，コスト引き下げへのインセ
ンテイブが強く働くようになっていた。家庭にとっても， 1990年代から21
世紀に至る長期停滞と形容される世界が当たり前となり(失われた 10年)， 
所得がかつてのように上昇しない状態では電力料金は安いにこしたことは
ない。
料金の国際比較に厳密性を求めても余り意味がない。統計によってさま
ざまな違いが表面化し，関係者にとってそれらが不満となる場合もある O
医者と患者との関係でいえば体温計ぐらいの位置づけで十分であるo体調
が悪くて医者を訪れると，まず，体温計を看護師から渡される O 熱を確認
してから医者は患者に問診を始め，診察し，そして診断を下し，場合によ
っては薬を処方する O つまり 体温計の熱の状態からどこか具合が悪いな
という情報を取得し，その情報から次に診察に向かうわけで，料金の国際
比較も全く同じで，日本の電力料金が割高であるならば，産業組織のどこ
かに不都合なところがあるという情報が発信されている位に理解すること
に止めるべきであろう D
電気事業の制度改革は， 1995 (平成 7)年の第 1次制度改革， 99 (平成
1)年の第2次制度改革， 2003 (平成 15)年の第3次制度改革を経て07
(平成 19)年に第4次制度改革が検討されている O この電力自由化のプロ
セスで強調されたことは国際的に見て割高な電力料金を改善することが急
務であり，この原因として地域独占の弊害と総括原価方式の非効率性が指
摘され，この相乗作用によって電力産業では高コスト構造になっているこ
とが推論され，自由化を段階的に広げ，託送制度の導入をはじめさまざま
な制度改革が実践されていったといえる。
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第1次制度改革は1995年に電気事業法の改正によって発電部門への新規
参入(卸売り電力の自由化)と特定地点による電力小売事業(特定電気事
莱)制度が創設され,地域独占体制の中での競争促進が図られてきた｡卸
売り電力の自由化とは,電力会社が電源を入札によって新規企業に開放す
る制度で, 96-99年度の4年間に北陸,沖縄を除く8電力で合計43件,
738.4万kWの電源が落札された(植草益[2000])｡落札企業は鉄鋼,化
学,電機など日本を代表する製造業であった｡このような新規企業の出現
は明らかに発電部門に競争の刺激を与えた｡
電力小売事業(特定電気事業)制度の創設は,コジェネレーション･シ
ステムなどの小規模分散型の電源を需要地に近接して設置する制度である｡
コジェネレーション･システムとは,発電と同時に廃熱を有効利用して給
湯や冷暖房を行うシステムである｡しかし,エネルギー効率が優れている
新技術であるために,近年,急ピッチで普及し,都市ガス企業などの新規
参入によって小売市場に部分的に競争が導入されるようになった｡
第2次制度改革は,佐藤信二通産大臣(当時)の｢平成13 (2001)年ま
でに国際的に遜色のないコスト水準を目指し,わが国電力のコストを中長
期的に低減する基盤の確立を図るため,今後の電気事業は如何にあるべき
か｣との諮問を受けて1997 (平成9)年7月に資源エネルギー庁電気事業
審議会基本政策部会において審議がスタートした｡
電力改革の一つの柱は,当然,効率化の達成にある｡このためには小売
り市場を自由化し,競争原理を積極的に導入することが必用不可欠であっ
た｡電力産業の課題は,自由化による効率性の追求と同時にさまざまな公
益的課題を追求することが必要であった｡電気は国民生活･産業活動の両
面から見て必需財である｡すべての需要家にあまねく供給するというユニ
バーサル･サービスの達成や,供給信頼度を維持すること,エネルギーセ
キュリーティの確保およびco2対策などの環境保全などへの適切な対応が
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求められた｡自由化による効率の追求と公益的課題との同時達成こそが制
度改革の核心であった｡
第2次大戦後の電力再編成を経て9電力体制が確立して以来,電気事業
法で電力会社に地域独占の地位を保証し,地域独占体制の下において公益
的課題が,漸次,追求されてきた｡しかも,この地域独占による電力の供
給システムが約半世紀も継続していたため,独占から競争的な産業組織に
転換することは,公益的課題の追求を不可能にするのではないかという懸
念が多くの人々にあった｡独占は公益的課題を追求するための不可欠の前
提ではないが,少なからざる人々が不可欠の前提と認識している状態であ
った｡
自由化のイメージをどのように画くかも人によって大きく異なっていた｡
審議会での議論は,自由化の是非, ｢公益性の確保｣と｢効率性の追求｣
とをどのような制度で実現するかといった,自由化積極派と自由化消極派
との綱引きから始まり,送･配電線は私的財か社会的インフラかの論争を
経て,電力会社が｢送電線の開放｣についてのステートメントを発表する
までに1年近い時間を空費した｡国民経済的に見て新しい制度をどのよう
に設計するのが全体最適を実現する上で望ましいのかという議論に,利害
を共有するプレーヤーが参加することの限界があった(舶)｡
自由化をめぐる議論の焦点は以下の3点があったように思える｡第1は,
自由化対象市場の範囲に関してであり,第2は,送電部門を電力企業の中
でどのように位置づけるかであり,第3は,公正競争の枠組みをどのよう
に整備するかである｡
自由化対象市場の範囲は大きく以下2つの選択肢があった｡ 1つは,全
面自由化で産業用･業務用などの大口需要家だけではなく,家計などの小
(注6)審議会の下に形成されている小委員会･ワーキンググループなどでは,専
門性の高い論点を議論するために学識者･中立者が委員を付託され,プレーヤー
はオブザーバーとして議論に参加する形が採られるようになっているo
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口需要家までも対象にして自由化する方法と,もう1つは,差し当たり大
口需要家のみを自由化の対象として,小口需要家は規制の下におくという
考え方である｡前者は,急進的自由化案であり,後者は,段階的自由化案
ともいえる｡また,電圧との関係では大口が特別高圧･高圧需要家であり,
小口は低圧需要家である｡
2000年3月から実施された部分自由化は,大口需要家の自由化であり,
大口電力の中でも契約電力が2000kW以上で, 2万Ⅴ特別高圧系統以上で
受電する特別高圧需要家からスタートした｡特高需要家は全電力需要量の
26%にのぼるにとどまり,最も狭い範囲の自由化であった｡自由化の範囲
を策定するに当たって考慮すべきことは,電力が国民生活･産業活動の両
面において必需財であり,電力サービスの安定供給が削がれるような可能
性は絶対に排除されることが必要であった｡このように考えると学習を重
ねて次のステップへと進む段階的自由化を実施することが有力な選択肢で
あり,部分自由化を全面自由化への学習期間と位置づければ,大口需要家
から自由化するという政策選択はそれなりの合理性があった｡
自由化の範囲は限られたものであったが,自由化対象の需要家は供給者
に対して交渉力のある大規模企業の特高需要家であるため,従来,需要家
保護として実施されていた参入規制,料金規制は撤廃され,当事者間の自
由交渉による私契約を原則とすることとされた｡自由競争世界の出現であ
る｡また,従来は電力企業の経営自主性についてはさまざまな制限があっ
たが,第2次制度改革では経常自主性を尊重するという観点から兼業規制
や設備譲渡規制などについても見直された｡
しかし,新制度は自由な部門と規制部門とが共存する世界である｡この
自由な部門と規制部門との共存を可能とするためには制度上の工夫が必要
であった｡家計保護の観点である｡新制度では自由化部門の料金設定が非
自由化部門(家計)の負担においてなされないように,非自由化対象需要
家への悪影響防止のために事後的な検証が行えるように会計分離を実施し
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た｡
この他に電力会社の区域外供給は,特高需要家の選択肢の拡大,電力会
社の経営自主性を確立する観点から,従来の供給地域を見直して自由とす
ることとし,この結果,制度面における地域独占は崩壊した｡しかし,電
力会社の区域外供給を実現するためには振り替え供給料金など見直すべき
課題が残っており,次に述べる第3次制度改革に至るまで必ずしも実効性
を伴ったものとはなっていなかった｡
送電部門をどのような企業体制･産業組織に位置づけるかについては,
概ね以下3つの選択肢があった｡
第1は,発電部門と送･配電部門を所有権の上で分離し(リーガル･ア
ンバンドリング),発電部門の競争を活発化すると同時に,ボトルネック
性が強く(エッセンシャル･ファシリティ),規模の経済性が大きく,独
占が成立している送･配電部門に対しては,公的機関の規制によって新規
参入企業を含めたすべての発電事業者の自由なアクセスを保証し,全体と
しての有効競争を確保するという選択である｡
第2は,電力会社による発電部門から送･配電部門までの垂直的統合は
維持されるが,ボトルネック財である送電部門の系統運用についてのみ別
組織のISO (hdependent System Operator)を設立し,委託する方法であ
る｡系統運営をISOに委託することにより,送電線の所有権こそ電力企
業に残されるが,送電線所有者と系統運営者とを区別することにより送電
線への公正なアクセスが可能となる｡
第3は,電力会社による発電部門から送･配電部門までの垂直的統合は
椎持し,電力会社はボトルネック財である送電線を新規参入者を含むすべ
ての発電事業者に開放するが,系統運営は従来通りに電力会社が行う方法
である｡系統運営を電力会社が行うことは,送電線がボトルネック財であ
るだけに,系統運営が懇意的に行われると発電事業者の送電線への公正な
アクセスが不可能となり,競争制限的となる可能性があり,公正な系統運
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宮をいかに確保するかがポイントとなる｡
第1の選択は,冒頭で指摘したようにノルドプールなど北欧諸国で採用
され, EUで指向されている方法であり,第2の選択肢は,アメリカのPJM
などで採用されいる｡この2つの方法は,系統運用の透明性を高め,新規
参入者にとっては最も公正な系統へのアクセスを保証することとなり,一
般電気事業者と新規参入者との公正な競争を保証する仕組みだといえる｡
しかし,現実には一般電気事業者の理解を得るのは難しく,また,次章で
詳述するように日本のような9電力体制の下では必ずしも有効なパフォー
マンスを期待し難いという別の問題が存在する｡
結局,日本が選択した道は第3の方法であり,公正な系統運営を確保す
るために構造規制ではなく以下のような行為規制を導入し,機能的にアン
バンドルするという方法であった｡
①送電網を有する電力会社と新規参入者との対等で有効な競争関係を確
保するためには,送電線の利用に関する透明で客観的なルールを定めるこ
と(公正な託送制度)｡
(∋送電部門の公正な系統運営を確保するために電力会社は適切な情報逮
断の措置を講ずること(ファイア･ウォールによる情報遮断)｡
③独禁法と整合的な電力取引のあり方に関するルールを整理し,供給者
間の公正かつ有効な競争を促進すること,送電網については差別的取り扱
いの禁止(独禁法ルールの適用)｡
④託送料金を一般電気事業者が懇意的に決めるのではなく,事後的に検
証できるように系統部門の会計分離を実現し,公正な託送料金の形成に務
めること(公正な託送料金)｡
系統への接続に際しての情報遮断と送電部門に適用された区分経理およ
び差別的取り扱いの禁止措置などの行為規制の導入は公正な系統運営を確
保するための最初のステップであった｡また,系統の安定性を確保し,供
給信頼度を維持する一つの方法として新規参入企業に｢30分同時同量｣
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(30分で需給のインバランスを調整する義務)が課せられた｡
公正な競争を確保するための措置として注目すべきことは, 1999 (平成
ll)年12月に旧通商産業省と公正取引委員会が｢適正な電力取引について
の指針｣を同時に公表したことである｡この指針は,電力市場の部分自由
化に伴い,電気事業法を所管する通産省と独占禁止法を所管する公正取引
委員会とが相互に連携することにより,電気事業法と独占禁止法との整合
性のとれた適正な電力取引についての指針を,公正な競争の確保という観
点から示したものであった｡
注目すべきことは,指針が通産省と公取委の連名で公表されたことにあ
る｡第2次大戦後から高度成長期を経て90年代に至るまでの産業政策と独
禁政策との関係は,産業政策が競争よりも協調を尊ぶ傾向があり,このた
めに,しばしば競争の制限に重点をおいた施策が展開されてきた｡両者の
関係は対立の歴史であったということができる｡しかも,日本社会におけ
る両官庁の重みは,アメリカとは全く異なって遥かに通産省の方が重く,
独禁政策の歴史は産業政策との相克の歴史でもあった｡
産業政策が競争よりも協調に傾斜した試みは, 1950年代の輸入割り当て
権を背景とした勧告操短制度,需給安定カルテル的機能を担う公開販売制
皮,独禁法の適用除外制度,各種事業法のコアを構成している需給調整条
項による競争制限的制度の存在, 60年代から70年代にかけての官民協調方
式や石油危機後のカルテルによる産業調整の試み等々,実にさまざまなも
のがあった｡
通産省･財界による独禁法形骸化への改正も,失敗したとはいえ1度な
らず2度, 3度と試みられた｡産業政策と独禁政策の対立･葛藤の歴史は,
まさに壮大なドラマでさえあった(鶴田[1982])｡それだけに,競争を促
進するという観点からの,両官庁の連名での｢指針｣の公表は,まさに時
代が大きく転回した歴史的･画期的な出来事であったともいえるのである｡
｢指針｣が示したメッセージは,産業政策を追求し,実現していく有力
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な手段として独禁政策,競争政策が位置づく時代となったという点にある｡
この論点は,電力･ガス･電気通信などの公益事業の規制改革,ならびに
郵便･郵貯など郵政事業の民営化を実現していく上でも有効な筈である｡
独禁政策が産業社会の中心に位置づき,本来の機能を発揮しはじめたの
は90年代に入ってからであった｡また,規制横和が内閣の中心的な政策と
して展開されたのも93年の細川連立政権からであった｡規制緩和は市場シ
ステムの機能する領域を広げ,それに伴って独禁法の世界を広げる｡しか
し,公正取引委員会にはこのような静態的視点からではなく,各政策官庁
と連携し,規制改革,民営化に際して市場が円滑に機能するための競争的
な枠組みを積極的に整備するための対応こそが求められるようになってき
たといえる(鶴田[1997])｡
独禁法は競争制限行為を排除して市場機能を復元する効力は有するもの
の,市場を積極的に競争的構造に移行させていくには自ずと限界がある｡
独禁政策より広がりの大きい競争政策の観点から,競争的環境を作り出す
ための公取委の対応こそが,規制改革･民営化の時代には必要なのである｡
｢指針｣はこのような試みを実践したものであり, 21世紀はまさに独禁政
莱,競争政策の時代だというメッセージを発信したものということができ
る(鶴田･伊藤[2002])｡
電力,都市ガス,電気通信などの公益事業は,長年,制度的に独占が許
容されてきた分野である｡規制改革･緩和を実施しただけでは独占が残り,
競争的な産業組織が直ちに形成されるとはいえない産業である｡規制改革
を行うに際しては,競争が機能するような制度を工夫する必要があり,ま
た,有効な競争が確保されているか否かを,公的性格をもった第三者機関
が絶えず監視していると同時に,紛争が生じた場合に適切な処理を迅速に
行うことが必要であろう｡
第3次制度改革は第2次制度改革の延長線に位置付いており,以下のよ
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うな改革が行われた｡
第1は,自由化範囲の拡大である｡前回の自由化では特別高圧だけが自
由化されたが,より競争的な産業組織を形成するという観点からこの対象
が高圧まで広げられた｡このための措置として2004年4月より契約電力500
kw, 2005年4月より50kwの高圧需要家が自由化の対象となった｡規制需
要家は家計･小規模事業者などの低圧需要家のみとなり,仝需要量の63%
が自由化された｡
第2は,広域市場の形成を促進するために累積的な振り替え料金制度,
いわゆるパンケーキが廃止された｡パンケーキとは各電力会社の供給区域
を通過するたびに課せられる託送料金制度で,関所を通過するごとに課せ
られる通行料のようなものであった｡したがって,たとえば九州から東京
へ電気を送る場合には,九州･中国,中国･関西,関西･中部,中部･東
京と振り替え料金は供給区域を通過するたびに積み上がっていた｡この料
金制度の考え方は広域流通を原則的に禁止するものであった｡
第3は,ネットワーク部門の中立性･透明性確保のために,中立機関
(送配電等業務支援機関)として有限責任中間法人電力利用協議会
(ESCJ)が設立され(2005年4月業務開始),連系線の運用等に関わる
ルールの作成とルールの厳格な適用と監視とが課題とされた｡中立機関は
経済産業大臣の指定機関であり,経済産業省の監督の下に業務を行うこと
になっており,民間機関ではあるが公的な性格をももつともいえる｡中立
機関で最も特徴的なことはそのガバナンスのあり方で理事は全員で14人で
あるが学識者などの中立者が5人(うち理事長1人),残りは電力系理事
3人, PPS系理事3人,卸･自家発系理事3人となっており,世界に例
を見ないユニークな組織となっている｡
第4は,卸電力取引所(有限責任中間法人日本卸電力取引所, JEPX)
が私設,任意の取引所(2005年4月業務開始)として設立された｡取引所
はスポット市場と先渡市場のみが開設されたが,全国大の取引所の開設は
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有効競争を促進していく上で極めて画期的なことである｡
取引所には実にさまざまな機能が期待されている｡自由化された需要家
が増加すると,各需要家ごとの,各時間帯別の希望電力需要量と希望価格
の組み合わせは実に多様となる筈である｡また,新規参入者が増加し,発
電所間の競争が行われ始めると,売り手も多様な希望電力供給量と希望供
給価格とをもつことになろう｡このような多様な買い手と売り手との希望
を満足させる需給調整の場が取引所であり,このような取引所での価格形
成を通して,時々刻々変化する消費量に対して,コストの低い発電所から
順次電気が供給される仕組みが確立し,最も合理的な電源構成を通して電
力産業全体の効率性を高めていくことが期待される｡
取引所の価格調整機能は,また,送電線･連系線の混雑現象に対しても
発揮される｡送電線･連系線の輸送能力は無限にある訳ではない｡ A地点
(発電所)からB地点(消費地) -の送電量が送電線･連系線の容量を超
えることは起こりうる｡各電力会社は混雑現象が発生した場合に,自由化
された世界では従来のような個別的な対応は不可能となり市場での調整が
避け難くなる｡
たとえば,送電線･連系線の容量が限界に達して不足する場合には,逮
電しなければならない電力量が送電線･連系線の容量以下になるまで価格
が上げられることになり,混雑現象の調整が市場を通して行われる｡また,
直物取引だけではなく先物取引が行われるようになると,異時点間のリス
ク･ヘッジのための取引も行われるなど取引は多様となる｡取引に参加す
るプレーヤーも発電事業者のマーケテイング代行者など多様性をもってく
ることもありえよう｡ co2排出量も市場価格と連動させることも考えるこ
とができる｡現時点(07年6月)ではスポット市場と先渡市場のみが開設
されているが,近い将来にはさまざまな可能性を秘めているのである｡
第5は,一般電気事業者の送配電部門における差別的取引の禁止･情報
遮断･会計分離が法令事項として電気事業法によって担保され,違反者に
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図4 電気料金一国際比較-
(ドル IkWh)
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※1999年と2006年の各国の為替レートを元に算出(米国、英国(家庭 用)、韓国は2006年7-9月、英国(産業 用)は
2006年4 -6月、イタリアは2∞5年 、ドイツは2∞4年の1ï~I)
※各国の1年間の使用形態を限定しない平均単価を計算したもの。
※産業用料金の中には、業務用 (商業用)の料金を含むものと含まないものがある。日本の産業用料金の中には業務用
の料金を含む。
※アメリカについては諜税前の価格。
※グラフ上の数値は、日本をlとした場合の各国の価格の比率
(出月T)OECD / IEA， ENERGY PRICES & TAXES 4Q / 2006 
電力需要実績(電気事業連合会 ，各電力会社決算短信及び有価証券報告書
引用は図2と同じ
は罰則措置が適用されることとな った。第2次制度改革でも差別的取引の
禁止・情報遮断・ 会計分離が不可欠とされ 構造規制ではなく行為規制が
採用され実践されてもいったが 当時は差別的取引の禁止については独禁
法で担保さ れていたとはいえ，情報遮断 ・会計分離は一般電気事業者の自
主性に委ね られており，必ずしも法的裏付けがあったわけではなかった。
第3 次制度改革で電気事業法によって法令事項となったことに より，制度
的に安定したものとなった。
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この他に,同時同量制度の見直し,電源開発(秩)の完全民営化の実現,
長年の懸案であった原子力発電に対するバックエンド事業に対する経済的
措置が実現し,電力適正取引の指針(経済産業省･公正取引委員会)の改
正も図られ,公正競争の枠組みが整備されていった｡
これらの自由化と制度改革の結果,日本の電力市場にも少しづつ競争が
導入され,電気料金の引き下げも実現した｡電気料金は1996年以降に, 5
回料金改定が行われ累積の料金改定率はほぼ30%の引き下げが実現したし,
内外価格差も図4のように着々改善され,自由化の成果が観察される｡一
般電力事業者とPPS,分散型電源との競争および近い将来に予定されて
いる東京ガス･大阪ガスによる大規模電源による参入は潜在的に企業間の
競争圧力となっており,電力･都市ガスのエネルギー間競争も徐々に進展
し,明らかに自由化以前とは異なった市場構造が形成されつつあるといえ
る｡
しかし,改善すべき課題もまた多い｡ ①垂直一貫体制の下で有効競争が
確保されるか否かは今後の検証命題であり, ②地域独占による競争制限行
為に対する独禁当局･規制官庁の監視強化も今後の大きな課題である｡ ③
卸電力取引所が有効に機能するのか否か,公正な価格形成が実現するのか
否かも今後の課題として残っている｡ ④先物市場,混雑料金など市場メカ
ニズムの活用が不十分なために,連系線利用ルールは先着優先(firsトcome
-first-served),空おさえ禁止(use-it-or-lose-it)など,一定のルールの
下での人為的抑制に依存していたり,市場システムの活用余地を残してい
る｡⑤周波数変換設備(FC)は容量に限りがあり,しかもマージン3%
ルールが,依然,残っているために東と西の市場は分断され,全国的な広
域ネットワークの形成が不十分という問題を抱えている｡
したがって,次期制度改革に向けて改善に取り組むべきテーマは,全面
自由化に向けての諸課題の整備,垂直一貫体制の検証と再評価,市場独占
の弊害の除去,電力卸取引所の整備,系統利用ルールの改善,広域市場形
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成のための市場一体化の推進など実に多様である｡以下では以上の論点か
ら垂直一貫体制の検証と再評価に関連してアンバンドルされた供給システ
ムの問題点に言及する｡
【Ⅴ】アンバンドルされた供給システムの問題点
ヨーロッパでは電気･ガスともに貿易財であり,国際分業が行われてい
る反面,日本の電気･ガスは非貿易財であり,しかも電気は代替財に乏し
いために,国内の競争が制限され易いという難点がある｡また,ヨーロッ
パでは自由化と国際分業を前提として卸取引所が活性化し易い環境が形成
され,しかも,国ごとの電源構成の多様性が取引所取引を通して比較優位
原則を適用できる環境が形成されてきた｡しかし,日本では電源構成の多
様性はヨーロッパほどには期待しがたい｡取引所を含めて競争環境を整備
するためには特別の工夫が必要のように思える｡
第2次大戦後の日本では,沖縄が本土に復帰した後は10電力体制によっ
て電力供給が行われてきた｡ 2000年以降に部分的自由化によって競争が導
入された結果,特定規模電気事業者(pps)が小売市場に参入し, 9電力
(沖縄を除く)の地域独占体制は制度としては崩れたが, PPSの市場占有
率は2%程度と決して大きくなく,一般電気事業者の地域独占は現実的に
は崩れていない｡
このような特徴を持つ日本で9電力の垂直統合型供給システムを発電部
門,送･配電部門ならびに小売部門にアンバンドルしたとしたらどのよう
な問題が発生するのであろうか｡以下の諸点を指摘することができる｡
第1は, 9電力体制の下でしかもppsの競争力が十分でない状態でア
ンバンドルしたとしても,小売部門の地域独占は残り,小売部門は発電部
門に対して買い手独占を行使する可能性が皆無ではないことである｡
発電部門を発電所単位まで分割するという考え方も形式論的には考えら
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れる｡しかし,この場合には発電部門の競争単位が一挙に拡大し,発電所
間の競争は極めて厳しいものとなる可能性が大きい｡とくに小売部門に地
域独占が残っている限り,戦前の｢電力戦｣のような厳しい価格競争が展
開される可能性が強い｡電気は製品差別化が不可能で品質は均一である｡
このような性質を持つ産業では競争は価格を主体としたものとならざるを
得ず,発電所単位までのアンバンドルは競争の良好な成果を期待させない｡
電力会社ごとの発電部門を一括りした場合でも発電部門の競争単位は拡
大し,小売部門がどの発電部門から電気を購入するかの購入先選択の自由
が有している限り,発電部門にとって厳しい競争環境が形成される可能性
は決して小さくはないように思える｡
発電部門の競争単位は, 9つの一般電気事業者の発電部門,電源開発,
IPP, PPSの発電部門,近々100万kW前後の発電所が新設される東京ガス,
大阪ガス,および自家発電と相当数に上る｡しかも,小売部門は9つの一
般電気事業者系小売会社を中心として小規模のPPS Lか存在していない｡
小売会社の購入先選択の自由が存在している限り,電力系小売会社は地域
独占を背景として発電会社に対して優越的な地位に立ち,この結果,発電
会社間の競争は有効競争の枠を超えて展開される可能性がある｡しかも,
今日,供給信頼度を維持するために一般電気事業者は全需要量に対してほ
ぼ10%程度の供給予備力を保持している｡発電部門が送･配電部門,小売
部門と切り離された後には,この供給予備力は余剰電力に転化し,厳しい
価格競争の引き金となる可能性が残る｡
しかも発電部門間の競争力には大きな偏りがあり,一般電気事業者系の
発電会社は電源構成が水力･石炭火力･LNG火力･原子力と多様性を有
している反面, IPPおよびppsの発電部門は電源構成は多様性に欠け,
電源ポートフォリオの幅が狭く競争力に劣る｡小売部門に対する対抗力は
それだけ弱いものとなる｡アンバンドル後の産業組織は極めて不安定とな
り,安定的な産業組織形成に向けて有効な手だてが講じられなければなら
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ない｡この論点は改めて論じる｡
第2に,アンバンドルの結果,発電部門には供給信頼度を維持するため
に供給予備力をもつというインセンティブは働かないことになる｡垂直統
合型供給システムの場合には,どの程度の供給予備力を持つことが必要か
の目標値が一度与えられれば,最終需要量が将来どのように推移するかの
情報は社内で絶えず検討され,供給信頼度を維持するために必要となる発
電部門への投資がどの程度必要かが企業戦略にとって極めて重要な経営上
の課題となり,投資決定の経営判断を行い易い環境が形成される｡とくに
垂直統合型供給システムの場合には,供給予備力が余剰電力に転化すると
いう不安定要因が存在しないために供給信頼度維持という単一の目標に収
赦した経営上の意志決定が行い易いといえる｡また,統合の経済性が維持
されている限り,供給予備力の維持費用も企業内で吸収し易いといえる｡
アンバンドルによって生じるシステム全体としての不安定性を回避する
ためには,送電部門に強い権限を与え,それぞれの発電会社に供給予備力
を割り当てていくか,あるいは送･配電部門がシステムの安定に必要とさ
れる発電機を独自でもち,システム全体の安定性確保に向けた仕組みを創
り出していかなければならない｡この場合には,アメリカにおけるISO
とRTOの関係のように地域ブロックと一国全体という2層の系統管理部
門を創り出す必要があろう｡
アンバンドルと適切な供給予備力の形成という問題だけでもかなり複雑
な対応が求められることになる｡現実的には各ブロックの送電管理は一般
電気事業者の系統管理部門が担い,連系線を跨る全国レベルの系統管理は
電力系統利用協議会(ESCJ)が担っていくことが考えられるが,制度を
有効に機能させるための法的措置,費用負担のあり方などを考えると,こ
のような仕組みが垂直統合型供給システムより明らかに有利であると断定
できるか否か不透明である｡新しい仕組みを創り出すためのコスト負担を
考えると,垂直統合型供給システムを維持しながらさまざまな工夫を凝ら
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すことによって,さらに有効に機能する諸条件を考えていった方が,時
間･コストの節約という観点から遥かに現実的であるように思える(注7)｡
第3は,最終マーケットから切り離された発電部門が,長期的な観点か
ら必要とされる電源投資に適切に対応できるか否かも不透明である｡発電
部門は市場情報から完全に切り離されている｡したがって,発電部門が適
切な電源投資を行うためには意識的に絶えずマーケット･リサーチを行い,
情報を分析して投資リスクを判断し,経営の意志決定に結びつけていかな
ければならない｡しかし,発電部門の競争環境が前述のように不安定であ
った場合に,投資リスクは相対的に大きくなり,投資リスクの大きさを経
営的に確定することが難しく,経営の意志決定へと結びつけていく経路が
不確実となる｡また,今日の電力産業は,環境対策,エネルギー･セキュ
リティー対策の両面から原子力への投資を拡大していくことが求められて
いる｡しかし,この投資の前提条件は有効な競争環境の形成が不可欠であ
ることにある｡
発電部門をめぐる競争環境を改善するためには,以下2つの方法が考え
られる｡ 1つは,売り手独占を行使しうる小売会社の企業分割を実施して,
発電部門と小売部門の競争単位のバランスを維持していくことである｡し
かし,リーガル･アンバンドルを行った上で,さらに企業分割という手法
を活用しなければならないとするならば,アンバンドルは優れた選択とは
いえないように思えるし,日本のビジネス環境,競争風土に決して馴染ま
ない方法といえる｡
(注7)送･配電部門を発電部門と小売部門と切り離すことの利点が一つだけある｡
送･配電部門は収益の安定的確保を目指して電気流通を促進するという観点から
混雑現象の解消に前向きとなり,送･配電系統の設備投資に積極的に取り組む可
能性が高まると予想されるからである｡しかし,垂直統合型供給システムでも規
制官庁に権限を与え,投資インセンティブを付与することによって同じ様な効果
を期待することはできる｡
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もう1つは,発電部門のM&Aを通して企業規模の拡大を図り,最適な
企業規模を追求することによって発電部門が小売部門と対等の関係に位置
づくという方向である｡企業規模は市場の大きさと密接不可分である｡現
荏,ヨーロッパでは2007年に予定されている全面自由化を控えて国境を越
えたM&Aが進展している｡ヨーロッパ大での広域市場の形成が広域市場
の形成に見合った最適規模の経営単位を出現させているといえる｡電力を
離れて一般の産業分野に目を向けると, 80年代後半からの経済のグローバ
ル化に直面した多くの国の企業は, M&Aを通して経営規模の拡大を行い,
マーケットの大きさに見合った競争力のある企業-と衣替えしている(読
争政策研究会[2006])｡
アンバンドルによって発電部門が不安定な競争環境に直面した場合に,
この不安定な競争環境から安定的なそれへと移行するための企業の現実的
な選択は,恐らく, M&Aを通して規模拡大を図り,安定的な市場構造の
形成に向けた取り組みを発電会社は指向するのではないだろうか｡このよ
うな発電部門の選択がどのような統合企業を出現させるかは不透明である
けれど, M&Aのスケールいかんによっては小売会社にそのインパクトが
波及し,小売会社のM&Aを誘発する可能性も決して否定できないであろ
う｡このような全面的な企業統合の結果,電力の産業組織は比較的少数の
発電会社と小売会社によって構成されることになり,新たな独占･寡占の
形成に結びつくことになる｡このようなプロセスを経て強力なエネルギー
会社を創出するという選択肢もある｡しかし,時間コストを考えた場合に
賢明な選択であるか否かは慎重に検討する必要がある｡
アンバンドルという政策手段は,何時いかなる時でも,あるいは地球上
のいかなる国においても同じ様な政策効果をもたらすものではないことを
認識することが重要である｡政策効果はアンバンドルという政策手段を導
入したときの初期条件によって大きく変わりうるものである｡この初期条
杵とは,産業組織の状態,一次資源の偏在と発電部門の電源構成の多様性,
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送電ネットワークの広がり,国際分業形成の有無,小売市場の集中と分散
の程度などである｡前述したように北欧では発電･送電･小売部門はアン
バンドルされ国際間で活発な取引が行われている｡ EUもリーガル･アン
バンドルを推進することこそがヨーロッパの構造問題を解決し有効な電力
取引を顕在化させるという立場である｡
しかし,ヨーロッパでは前述したように歴史的に水力資源･化石燃料資
源が地域的に偏在し,このような資源の偏りを背景として水力発電と火力
発電の広域経済運用による経済メリット追求の観点から地域間･国際間で
の電力取引に対するニーズがあった｡このような経済環境の中で送電技術
の向上が連係強化を促し,地域間･国際間での電力取引量を増加させてき
た｡
ヨーロッパでは産業組織の状態は国営,一次資源の偏在と発電部門の電
源構成の多様性,送電ネットワークの広がりと広域市場の形成,国際分業
の進展,各国での人口の分散による多様な小売市場の形成などの点から見
てアンバンドルという政策手段を有効化させてきたといえる｡とくに,自
由かつ活発な国際貿易は独占･寡占を破壊する力を持つ(注8)｡また,ヨー
ロッパの各国間に存在する言語障壁が言語の負担を減ずる制度を指向させ
てきた面も考慮する必要があろう｡
日本の電力産業もヨーロッパのような国際分業と電源構成の多様性が進
(注8)アメリカの鉄鋼産業はかってUSステイ-ルを中心とした寡占状態にあり,
管理価格が支配的な世界であった｡このような産業組織は日本を中心とした白山
な国際貿易によって完全に崩れ,寡占体制は完全に崩壊した｡また, USステイ-
ルは世界最大会社の地位から,今日ではオランダのミタル･ステイ-ルの半分以
下の規模まで落ち込んでしまった｡自動車もGM･フォード･クライスラーによる
ビッグスリーによる市場支配が長期に亘って続いていたが,活発な国際間の取引
を通して今日では3社体制は完全に崩れ,トヨタが世界最大規模の企業になる可
能性が強まっており,ビッグスリーには昔日の面影がない｡産業化の長い歴史は
寡占崩壊の歴史であった｡
垂直統合型供給システムの将来　　231
み,隣国を含めた広域ネットワークの形成や今日のように極端な人口集中
ではなく,分散型の都市形成が進んでいたとしたならば,産業組織形成は,
また,異なったものとなっていた可能性がある｡しかし,日本では電源構
成の多様性はヨーロッパほどには期待しがたい｡垂直統合型の供給システ
ムを維持しながら取引所を含めて競争環境を整備するためには特別の工夫
が必要である｡
【Ⅵ】垂直統合型供給システム存続と6つの課題`棚)
電力産業は,改めて指摘するまでもなく発電,送電および配電の3部門
によって構成される産業である(以下,植草[1994]による)｡発電は,
水力,火力(石炭,石油,天然ガス),原子力,新エネルギー(太陽熱,
太陽光,風力,地熱など)など一次エネルギーを電気エネルギーに転換す
る部門であり,送電は発電所から電気の需要地まで電気を高圧で輸送する
部門であり,配電は高圧電気を中庄･低圧電気に変電して,需要家に配給
する部門である｡垂直統合型供給システムは,これら3部門が垂直的に統
合された供給システムであり,規模の経済性,範囲の経済性,ネットワー
クの経済性が存在する｡
日本の電力産業は, ①民営, ②発送配電一貫経営, ③地域別9分割(本
土のみ), ④独占という特徴を有しており(橘川[2004]),このような垂
直統合型供給システムはさまざまな点で経常規模の経済性を有している｡
統合企業は,川上(発電)からJl仲(送･配電),川下(小売)までを
統合している結果,川上･川中･川下を連関させながら経営の意志決定を
行える優位性がある｡統合企業の利点は,市場情報を絶えず川上,川中に
(注9)本稿は,垂直統合型供給システムの存続に限定しての課題を述べたもので,
資源エネルギー庁電気事業分科会で2007年度に検討されている次期制度改革での
さまざまな課題について論じたものではない｡
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伝達し,この市場情報を下にして企業内の経営資源を有効に組み合わせて
いけることにある｡仮に発電部門が最終マーケットから切り離されていた
としたならば,発電部門は市場情報から遮断され,発電部門が適切な電源
投資を行うためには意識的に絶えずマーケット･リサーチを行い,情報を
分析して投資リスクを判断し,経営の意志決定に結びつけていかなければ
ならない｡しかし,統合企業には組織が硬直化していない限り,情報伝達
の経済性が存在し,総合的な観点から経営の意志決定を行えることの意味
は大きい｡
送･配電部門についても同様のことが指摘できる｡送･配電部門は発電
所から電気の需要地まで電気を高圧で輸送する部門であり,送電線増強や
昇圧の必要性の有無などの送電線投資は,すべて発電所の新増設や市場の
成長スピード･規模と密接不可分である｡発電所の新増設情報は初期の段
階から送･配電部門は把握することができ,用地の取得から具体的な投資
までを計画的に行うことができる｡配電部門も発電,送電部門の情報を確
実に知りうる方が配電の投資効率を高める上で有効である｡また,一次資
源等の上流対策に取り組む場合でも統合企業は利点を有する｡川上･川
中･川下のリスクを考慮しながら対策を講じられるからである｡
統合企業は,質の異なる多様な人的資源を社内に蓄積し,経営のさまざ
まな課題にこれらの人的資源を動員し,対処できる利点がある｡発電,
送･配電はそれぞれ異なった技術基盤を有し,発電でも水力,火力(石炭,
石油,天然ガス),原子力とでは技術の体系が異質であり,それぞれ高度
な専門的能力を必要としている｡企業のマネジメント能力にも依存するが,
異質で,高度に専門的能力が存在している企業では,これらの専門的能力
を適切に組み合わせることに成功するならば,企業の潜在的能力をさらに
高めることも可能となる｡統合企業には安定供給という観点から消費者の
信頼性を獲得し易いという長所もあろう｡
このような供給システムが高度成長期から今日に至るまで,大筋におい
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て良好なパフォーマンスを示してきたことは多くの人々のコンセンサスが
得られているといえる｡高品質の電気が,安定的に供給され,大規模な事
故で広域的に長時間停電することも,希にはあっても恒久化することはな
く,日本の電気事業に対する市民の信頼性は極めて高いといえる｡電気は
市民生活,産業活動のインフラである以上このことは極めて重要である｡
しかし,電力料金および競争･効率には大きな問題があった｡
前述したように自由化の議論の中ではっきりしてきたことは,一つは地
域独占の弊害と,もう一つは総括原価方式の非効率性であった｡この相乗
作用によって電力産業では高コスト構造になっていることが推論され,自
由化範囲を段階的に広げ,託送制度の導入をはじめさまざまな制度改革が
実践されていったといえる｡このプロセスで垂直統合型供給システムをア
ンバンドルし,競争的な産業組織の形成に向かうべきである,という主張
もなされた｡日本では送電部門のアンバンドル,つまり構造規制ではなく
会計分離･情報遮断･差別的取り扱い禁止などの行為規制で対処してきた｡
しかし,地域独占はこの行為規制でも解消したわけではない｡今後の課
題は,どのような道筋で独占から有効競争の産業組織に転化していくかに
あり,このプロセスで｢官｣と｢民｣はどのような役割分担を果たしてい
くことになるのかにある｡このような問いに対して橘川は次のような興味
深い展望を示している(橘川[2004])｡少し長いが重要な論点なので以下
で引用する｡
｢日本の電力自由化が発送配電一貫経営は維持され,地域別9分割は廃
止の道をたどるとするならば, 9電力体制がもつ4つの特徴のうち, ①民
営, ②発送配電一貫経営は継続し, ③地域別9分割と④独占は改変される
ことになる｡その場合に企業間競争の中心的あり方として浮かび上がって
くるのは, IPPやPPSの新規参入による競争激化とういう絵柄よりも,
9電力会社相互の市場争奪戦という構図である｡ 9電力各社は,第一次石
油危機以降の時期に後退させた競争意識を取り戻し,さらにヤードステイ
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ツク競争ないしパフォーマンス競争の域を逸脱して,直接的な競争を本格
化させる可能性が高い｡それによって既存の9電力体制は大きく変容する
であろうが,変容をもたらす担い手は9電力各社自身である｣｡
橘川は,本文でのこの結論に対して｢注｣で以下のような留保条件を付
している｡ ｢ただし, 50ヘルツと60ヘルツという東日本と西日本での周波
数の相違,北海道･本州間に象徴されるような地域間送電連係の容量面の
限界などがあり, 9電力各社間の市場争奪戦も,全面的なものとはならな
い｣｡
筆者には,橘川の仮説は日本では最も起こりにくいケースであるように
思える｡ 2000年の部分自由化から今日に至るまでに9電力間で他地域に進
出したケースは九州電力が中国電力管内に進出した僅か1件でしかない｡
このように相互参入が起こりにくいのは電力9社の地域独占によって参入
障壁が形成され,電力会社間の相互参入が抑制されているといえなくもな
い｡現実の電力市場で起こっていることは橘川の仮説とは全く逆の現象で
あるように思える｡ことに,周波数変換所(FC)の制約が東地域と西地
域の相互参入を抑制しているともいえる｡
電力の産業組織は,市場に参加している主要な一般電気事業者が9社
(本土のみ)と比較的少なく, ppsの市場占有率は2%台と限られている｡
製品の品質は全く均一であり,電源構成も細かく見れば9社間での特徴を
観察できるが概していえばほぼ同質的であり,このような特徴を有する産
業では,企業行動は市場参加企業間で相互に読みあい,ある条件の下で相
手企業がどのように行動するかの類推を可能とし,相互牽制のメカニズム
が働くので一般電気事業者の企業行動は慎重かつ保守的となり易いように
思える｡橘川が指摘する市場争奪戟は電力産業では多くの企業が最も回避
したい競争状態であるといえる｡
興味深いことは資源エネルギー庁電力･ガス事業部が作成した図5であ
る｡自由化の結果として電力料金･電灯料金ともにこの10年間で約20%前
(円/ kWh )
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図5 電気料金の各社比較(一般電気事業者)
十 北海道
+ 東北
+ 東京
T 中部
+ 北陸
一 関西
→ー 中国
....... 四国
一一九州
6年度 7年度 8年度 9年度 10 年度 11 年度 12年度 13i!oJt 14年度 15年度 16年度 17 年度
(※)電気 料金は、電力料収入を電力の販売電力量(kWh )の合計で除した平均単価。
(出所) 資源エネルギ一庁電力・ガス事業部 「わが国における電気事業をめ ぐる現状」
より引用。
後低下し，このプロセスで沖縄を除 く9 電力会社の各社料金も低下し，料
金格差は著しく縮小した。注目すべきことは北陸・中国を除く 7社の料金
格差は殆どなくなりほぼ平準化している事実である (注10)。日本では電力会
社問競争が微弱であってもこのような料金パフ ォーマンスが観察できるの
は相互牽制のメカニズムが働いているとの評価も可能であろう O 前述した
ヨ一口 yパでの料金格差の存在と比較すると日本の平準化は極めて興味深
い現象である。
電力が地域独占産業であっても，企業である以上，現実の電力会社の選
択と行動を以下のようにも考えることもできる O ヨーロッパで、は地域間・
国際間で取引が行われているのは取引参加者がさまざまな電源ポー トフォ
リオをもち，このポートフォ リオに基づいて取引参加者がお互いの短所を
補いながら自社に有利となる選択を行っているからである O 比較優位の考
(注10 ) 北陸電力は水力発電の，中国電力は石炭火力の比重が相対的に高 く，この
結果コス ト・パフォ ーマンスが優れているために低位にあると思われる。
236 
え方が不十分ながらも地域間・国際間取引の基本にあるように思える O
日本でもこの原理は変わらないといえる O 各社は，自社の電源構成や上
流での一次資源市場の動向 需要家の負荷パターン あるいは他社の電源
ポートフォリオをも慎重に検討し 取引を行っているように見受けられる。
そもそも競争とは市場を奪いあうことを目的とするよりも，自社の比較優
位を活かしながら需要家の求めに応じて適切な価格で財・サービスを供給
していくプロセスであり，結果として市場での優劣が決ると理解すること
ができる O
日本では，前者の考え方と後者の考え方は両方とも正しいように思える O
この限り独占の弊害を除去し，後者の考え方が活きる世界を創り出してい
くことこそが，日本の選択する方向ではないだろうか。筆者の結論は，垂
直統合型供給システムを将来にわたって維持していくのだという合意形成
を図り(，ピン留め J) ，機能的にはアンバンドルを徹底しながら，競争制
限につながり易い「独占」を規制することによって，企業が合理的に行動
できる制度的仕組みを創造することにある O とくに電力卸取引所を十分に
活用できる仕組みを創造していくことにポイントがある O 以下では，この
論旨に関連している論点のみを述べることにする O
筆者は，ノルドプールをモデルとしてそこを基準としてアンバンドルを
基軸に据えた制度改革の考え方を整理するのではなく，ノルドプールのよ
うな公正かつ透明で，有効な取引が行われるような取引所の形成を究極の
目標として制度改革を模索していくべきだと考える O
このためにまず第lに，電力卸取引所 (JEPX)を今日のような私設任
意に位置づけるのではなく たとえば電気事業法の中にきっちりと埋め込
み，国の指定を受けた取引所として位置づけ(電力系統利用協議会のケー
スが参考となろう) 市場での取引が著しく逸脱していると見受けられる
ようなケースでは，規制官庁が必要に応じて取引を規制できる権限を持つ
べきだと考える。
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規制官庁の役割は以下の2つである｡ 1つは,取引ルールの作成,もう
1つは,このルールに基づいて取引が行われているか否かを監視すること
である｡もし,このプロセスで違反事実が発見された場合には, 2000年の
制度改正時に作成された紛争処理のメカニズムで対応していくことである｡
今日でも, ｢電力適正取引の指針｣で情報公開を含めて取引監視の精神･
考え方がルール化されている｡しかし, ｢指針｣はやや抽象的で現実に適
応していくのには難しい面がある｡
第2に,電力卸取引所に設置されている市場監視委員会の機能を強化す
ることである｡現在のところ取引所が私設任意であるために監視委員会の
権限が不明確で,市場監視という機能も十分に果たしているとはいえない
ように思える｡市場監視委員会の機能強化は,規制官庁との連係の下で詳
細な取引ルールを作成･開示し,この取引ルール通りに取引が行われてい
るか否かを絶えず監視する機能であり,また,情報を開示･公開して取引
所を社会の中にきっちりと埋め込み,重層的な社会的監視の仕組みをつく
りだしていくことが期待されている｡電気は市民生活･産業活動に密接に
結びついている社会的インフラである｡取引所の存在と機能とを広く市
民･産業社会の中に浸透させる努力は取引所の重要な役割である｡
第3は,電力系統利用協議会(ESCJ)の位置づけに関することである｡
ESCJは経済産業大臣の指定機関であり,この点で取引所の私設任意とは
異なる｡しかし, ESCJが担っている広域連係の推進という役割から見る
と,位置づけがやや中途半端なように思える｡広域連係を推進するために
は,連系線の利用と増強の両面について政策意図がもう少し反映できる方
が好ましい成果と結びつく可能性が大きいように思える｡硯在より,もう
少し位置取りを規制官庁よりに移動させた方が安定感が高まるように思え
る｡また,現在は電力･PPSなどからの出向者によって事務局長･グ
ループ長･事務職員は構成されており,原則2年周期で出向元の企業に帰
っていく仕組みが,与えられた任務を遂行する上で最適なのか否かも再検
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討する必要があろう｡
第4は,会計分離をさらに徹底することである｡部分自由化に伴って送
電線部門の会計分離と規制部門(家計)と自由部門の会計分離が行われ今
日に及んでいる｡しかし,これをもう一歩進めて発電部門,送･配電部門,
小売部門およびその他部門と会計分離を進めていくのが公益事業としての
電力産業の責務であろう｡公益事業であるからこそ企業のさまざまな活動
の成果が関心のある人にアプローチし易くすることは企業の社会的責務で
もある｡
リーガル･アンバンドルの利点は会計･経理の透明性の確保にある｡し
かし,透明性は何もリーガル･アンバンドルでなくても機能的なアンバン
ドル,会計分離を徹底することによって実現可能である｡また,発電部門
の会計分離は取引所の市場監視委員会が,各企業の発電コストを推計し易
くし(原価公開ではない),市場監視に役立てることができる｡それぞれ
の会計･経理情報は4半期ごとに公開されるのが理想である｡会計分離と
一口で言っても会計分離の仕方には多様性がある｡重要なポイントは会計
分離に過度の厳密性を求めるのではなく,会計分離に伴うコストと成果を
絶えず考慮しながら推進していくことである｡
第5は,一般電気事業者とppsなど非一般電気事業者との発電部門で
のインバランスの調整,送電線利用ならびに託送料金等をめぐるイコール
フッティングをさらに推進していくことである｡今日, PPSなど非一般
電気事業者は発電部門においてインバランス料金の負担が課せられており,
また,送電線を利用して託送を行おうとする場合には,一般電気事業者の
託送部門と託送契約を結ぶ必要がある｡しかし,一般電気事業者は自社の
営業部門と送電部門という関係に立つためにPPSに課せられている手続
きは不要である｡インバランス料金が適切であるか否か,イコールフッテ
ィングの観点から絶えず検討されなければならない｡
送電線部門が仮にアンバンドルされていたとするならば,一般電気事業
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者も, ppsも同じ条件で送電線部門と契約しなければならない｡アンバ
ンドルを避けて垂直統合型の供給システムを将来に亘って維持するのであ
れば,機能的にはアンバンドルしたのと同じ条件を追求していくことが必
要である｡また,託送料金のレベルがPPSを含めた非一般電気事業者の
競争力に強い影響を与える｡一般電気事業者は絶えずイコールフッティン
グという視点から制度全般を見直すことが必要のように思える｡
第6は,需要家利益の最大化という視点から｢約款｣を見直すことが必
要のように思える｡自由化分野における顧客に対する｢電気需給約款[特
定規模需要(特別高圧･高圧)]｣によると, ｢当社は,原則として, 1需
要場所について1契約を適用して, 1需給契約を結びます｣ (傍点は筆者
による)と記載されている｡この場合の1需要場所は｢1構内または1建
物｣であり,約款は｢1需要場所1契約｣という伝統的な考え方に立って
いるといえる｡しかし,需要家の立場で考えるとこの｢1需要場所1契
約｣という伝統的な考え方は必ずしも合理的あるとはいえない｡
複数の事業所で事業を展開している需要家にとって｢1需要場所1契
約｣という立場に電力会社が立つと,事業所ごとに電力会社と契約を締結
する必要があり,本社がすべての事業所を統合した｢一括契約｣を締結す
ることが排除されてしまう｡
｢一括契約｣の利点は1事業所ごとに契約するのと異なって本社と電刀
会社との1回の契約で済むために契約のための手数が省け,契約の取引費
用が節減されるだけではなく,最大契約電力量も各事業所の単純合計値
(たとえば500kW)ではなく,各事業所の負荷パターンを考慮すると単純
合計値を下回る(たとえば400kW)ことが十分に想定される｡このような
ケースではこの事業者の基本料金の節減が実現する｡また,この事業者は,
各事業所の負荷パターンを工夫することによって最大契約電力をさらに節
減できるケースも発生しうる｡需要家利益の最大化という視点に立ったと
きには, ｢一括契約｣の利点を尊重していくことが重要ではないだろう
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か(注11)｡
｢約款｣は電気の取引において極めて重要な位置を占める｡一般電気辛
業者は競争･効率･公正･透明性という観点からみて｢約款｣が矛盾なく
整合的であるか否かを再点検し,需要家利益と競争を阻害するおそれのあ
る｢約款｣は新時代に相応しいように絶えず改めていくことが必要である｡
この際に,一般電気事業者は長い時間の中で当たり前と思われている旧い
考え方･慣行に縛られることがなく,競争･効率･公正･透明性という観
点から自由に発想し,見直すことが求められよう｡
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